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序   文 
 

 

エチオピア連邦共和国の教育セクターにおいて、初等教育の拡充は最大の課題となっており、連邦教育

省は教育セクター開発プログラム（ESDP）を策定し、初等教育のアクセス向上に取り組んでおります。こうした

努力の成果により、2005 年現在の初等教育総就学率（GER）は 79.2%に達していますが、今後は行政の力が

及ばない農村部へき地における就学率の伸び悩みが予想されます。また、農村部へき地では、住民参加に

よって学校の建設・運営費用を節減する廉価なフォーマル教育が求められています。このような状況の中、

JICA は「住民参加型基礎教育改善プロジェクト」を 2003 年 11 月より開始し、郡教育事務所のキャパシティビ

ルディングを図りながら、住民参加型で 20 校の小学校を建設することにより、普及可能なプロトタイプの開発

を目指しています。 

 

 今般、4 年間の協力期間の折り返し地点を迎えたことから、これまでの活動の実績および進捗を振り返り、

今後の活動計画について協議するため、エチオピアへ 2006 年 1 月 21 日から 30 日までの日程で中間評価

調査団が派遣されました。本調査の結果、ワレダ教育行政官に対し住民参加を具体的に推進する方法を提

示しながら、廉価で質の確保された学校建設のプロセスを提案している点で着実に成果を挙げていることが

確認されました。また、本プロジェクトの経験をもとに開発中の住民参加型の計画・学校建設・学校運営モデ

ルは、オロミア州の ESDPⅢ（教育 5 ヵ年計画）における普及モデルと位置づけられており、各方面から大きな

期待が寄せられています。 

 

本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの展開に広く活用され

ることを願うものであります。 

 

ここに、本調査にご協力いただいた内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご

支援をお願いする次第です。 

 

 

平成 18 年 4 月 
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エチオピア事務所長 
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評価調査結果要約表 
Ⅰ．案件の概要 

国名： エチオピア連邦共和国 案件名：住民参加型基礎教育改善プロジェクト 

分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：  379,055 千円  
所轄部署： 

 
JICA エチオピア事務所 相手国実施機関：エチオピア国 オロミア州教育局（OEB） 

(R/D)： 2003 年 11 月 19 日 日本側協力機関：JICA 
協力期間 4 年間 

(2003.11.19 – 2007.11.18） 
他の関連協力：開発調査 「オロミア州初等教育アクセス向

上計画（SMAPP）」 

1. 協力の背景と概要 

エチオピア連邦共和国では、1997 年より教育セクター開発プログラム (Education Sector Development 
Programme：ESDPI）を実施し、その結果、初等教育の総就学率が実施前の 34.7％から 2001/02 年には

57.4％へと向上し、量的拡大において大きな成果を挙げた。しかしながら、児童数の大幅な増加に学校数

や教員の養成が追いつかず、１教室当たりの児童数が 80～100 人と過密状態にあるほか、教科書不足や

教師不足の問題を抱え、更に教育アクセスの地域間や男女間の格差も依然として是正されていない。 
このような状況を踏まえ、2002 年にエチオピア政府は初等教育の拡充に重点を置く ESDPⅡを策定し

た。そこでは、住民参加により建設・運営費用を節減した廉価なフォーマル教育、さらにカリキュラムや授

業時間の柔軟性を目指したノンフォーマル教育を、従来型のフォーマル教育の重要な代替手段と位置づ

け、その拡充を重点政策の一つに掲げている。しかし、従来の住民参加による小学校建設・運営の多く

は、個々の NGO やドナーの支援に全面的に頼るか、あるいは住民の独力によって実施されてきたため、

地方教育行政にはそのノウハウが蓄積されていない。さらに、地方分権化に伴い、中央政府から郡教育行

政への権限移譲が進んでおり、教育計画の立案や実施に関わる地方教育行政の能力向上が課題となっ

ている。 
2005 年 8 月には、ESDPI/Ⅱでの教訓を踏まえ、教育の質的向上に重点を置いた ESDPⅢ（2005 年 6

月-2009 年 10 月）が策定された。ESDPⅢでは、ジェンダー格差や地域格差の是正を行い、教育の公平性

を確保するために、へき地での就学率の向上（小規模学校や複式学級制度の活用）、特別な配慮を要す

る児童への代替的教育機会の提供など、ESDPⅡまでに改善できなかった課題に臨んでいる。 
そのような教育政策の中で、我が国は、地方教育行政と地域住民の連携による住民参加型基礎教育を

重点サブセクターとして位置づけ、技術協力プロジェクト「住民参加型基礎教育改善プロジェクト」（通称

ManaBU プロジェクト）を 2003 年 11 月よりオロミア州で実施しており、同州の就学率の大幅な向上が望ま

れる農村部へき地において、住民参加型による持続的な学校建設・運営のモデルの策定を行っている。

本プロジェクトは、州内の 3 県 6 郡において、実際に 20 校の小学校（初等教育第 1 サイクル）をパイロット

的に建設・運営することにより、オロミア州教育局（Oromia Education Bureau：OEB）と郡教育事務所

（Woreda Education Office：WEO）の能力向上を図りながら、住民参加型による持続的な学校建設・運営の

良い事例を提示することを目的としている。2006 年 1 月までに 20 校のうち 5 校が建設・開校され、学校運

営が行われている。 
現在、4 年間のプロジェクト実施期間の中間点にあたり、本調査において中間評価を行うものとする。 



2. 協力内容 

１）上位目標 
１．選定された郡において、学齢児童の基礎教育へのアクセスが向上する。 
２．選定された郡において、住民参加型小学校（ManaBU 学校）のモデルが適用される。 

 
２）プロジェクト目標 

住民参加型小学校（ManaBU 学校）のモデルが選定された郡において開発される。 
 

３）成果 

１．オロミア州教育局（OEB）および郡教育事務所（WEO）の行政官の住民参加型学校建設・運営に係

る計画策定・実施能力が向上する。 
２．選定された郡において、ManaBU 学校が建設され、教育環境が整備される。 
３．ManaBU 学校が住民組織、WEO との協力で運営され、維持される。 
４．研修を受けた ManaBU 学校の教員が、質の確保された基礎教育を ManaBU 学校の児童に提供す

る。 
 

４) 投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 延べ 3 名 94M/M 機材供与 17,667 千円

短期専門家派遣 延べ 1 名 2M/M 運営経費等（建築資材費含む） 56,600 千円

研修員受け入れ 延べ 11 名 8M/M    
相手国側： 

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ配置 延べ 3 名 72M/M ローカルコスト負担 
(2005 年までの 2 年分) 

専門家執務室光熱費・電話料

金、C/P 日当 
Ⅱ．評価調査団員の概要 

調査者 萱島 信子   JICA 人間開発部 第 1 グループ（基礎教育）長 
横関 祐見子  JICA 東南部アフリカ地域支援事務所 国際協力専門員 
野邊 節    （株）ユニバーサル・フォレスト・コンサルタント 海外事業部 教育担当主査 
高橋 悟    （有）アイエムジー上席研究員 
徳田 由美   JICA エチオピア事務所 企画調査員 

調査期間 
2006 年 1 月 21 日～2006 年 1 月 31 日 

（コンサルタント団員は 1 月 14 日～1 月 30 日） 
評価の種類：中間評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

1. プロジェクト目標の達成状況 

(1) プロジェクトのアウトプット 

① OEB および WEO の行政官の住民参加型学校建設・運営に係る計画策定・実施能力が向上する。 
現在の C/P 数は、OEB 10 名、3 県の県教育事務所（Zonal Education Office：ZEO） 8 名、6 郡の WEO 

14 名である。C/P には頻繁な人事異動と離職があり、能力や取り組む意欲に大きな差異がある。しかし、

JICA 専門家と密に連絡を取り合い共に活動した C/P に関しては、住民参加型の学校建設・運営について

一定の計画策定・実施能力を習得したといえる。なお、計画ガイドラインのドラフトは完成している。 
 

② 選定された郡において、ManaBU 学校が建設され、教育環境が整備される。 
2005 年 9 月に 5 校がほぼ完工・開校し、机・椅子の整備された教室で現在 2,016 名の児童が学んでい

る。また 13 校についてはサイト選定済みで 2006 年 9 月に開校予定である。その他 2 校は行政村選定未



了である。なお、建設ガイドラインのドラフトは 2005 年に作成され、実際の建設において活用された。2006
年はさらに建設作業の中で検証を進め、その過程で得られた新しい知見を盛り込む予定である。 

 

建設進捗状況 
未着工 県 郡 学校建設

目標数 開校
着工後

停止中 サイト選定済み 行政村未選定 
Dodota Sire 4 1 0 3 Arsi Diksis 2 1 1 0 
Chiro 4 2 0 2 West 

Harerge Kunni 4 1 0 3 
Degem 3 0 0 2 North 

Shoa Wuchale 
Jida 3 0 0 2 

2 

Total 6 20 5 1 12 2 
 

③ ManaBU 学校が住民組織、WEO との協力で運営され、維持される。 
開校し運営されている学校は 5 校のみである。うち 4 校は 1 年生のみで全 4 教室を使用中である。2006

年 9 月の新入学生の受け入れに際しては効率的に（例えば 2 部制を導入して）教室を使用するか、教室を

増築する必要が生じる。また児童の増加に伴って教員を増やす必要も生じる。いずれにせよ、将来を見越

して計画的に学校を運営していく必要がある。運営ガイドラインのドラフトは作成されているものの、プロジ

ェクト後半において、さらにその内容を充実させていく必要がある。 
 

④ ManaBU 学校の教員およびファシリテーター（非資格教員）の教授能力が向上する。 
本プロジェクトでは、当初ノンフォーマル教育を対象としていたが、プロジェクト開始後に、ノンフォーマ

ル教育よりもフォーマル教育に対する住民の要望が高いことが判明したため、フォーマル校を建設すること

にした。これに伴って主に正規教員（非資格教員も少数含む）に対する導入研修を実施した。この導入研

修に対する参加者の評価は良好である。なお、教員の変更（プロジェクト開始当初はノンフォーマル教育

を想定しており、非資格教員を雇用する計画であったが、フォーマル校となり、正規教員が郡より派遣され

たため）およびプロジェクトの残り期間を考慮し、現職教員研修の定期化はプロジェクト活動から除外する

こととした。 
 

(2) プロジェクト目標 

開発途上ながらも、本プロジェクトは、行政が住民参加を促進しながら廉価で質を確保した学校建設を

行うモデルを提示している。各地域の自然条件や物価水準によって若干の増減はあるものの、住民抜きの

業者一括型で学校建設を行う際に約 20 万ブルかかっていたところを、住民が約 6 万ブル相当の現地資材

を調達し未熟練労働を提供することによって、行政側の負担を約 10 万ブルに半減できることを示してい

る。 

最終成果品であるガイドラインについては、既にドラフトが完成していること、また本プロジェクトの住民

参加型学校建設手法を活用し、自己資金で学校建設を行った WEO もあることから、プロジェクト終了時点

で住民参加型の学校建設運営モデルを構築するというプロジェクト目標を達成することは可能であると思

われる。 
 

(3) 上位目標 

2002/03 年から 2004/05 年にかけて、選定された郡における初等教育の総就学率（GER）と学校数の変

化は以下のとおりであり、2 つの数値とも増加している。この背景には教育の重要性を理解した保護者が子



情がある。ただし、既存の村の集会所を学校に転用した場合も「建設（新規設立）」と見なされるため、ハー

ド的には政府基準からかけ離れた政府校も数多く含まれている。換言すれば、そのような措置を取ってで

も学校数を増やさなければ、増大する需要に応えることができないということである。 
 

1-8 年生 GER (%) 学校数 
県 郡 

2002/03 2004/05 2002/03 2004/05 
Dodota Sire 84.8 101.4 25 31 Arsi 
Diksis 59.1 78.7 11 15 
Chiro 42.7 70.9 51 66 West 

Harerge Kunni 56.5 77.5 23 25 
Degem 51.4 55.4 16 20 North 

Shoa Wuchale Jida 42.0 54.7 27 30 

(NER and Grade1-4 GER: n/a) 

 
West Harerge 県の Kuuni 郡では、ManaBU 学校（Laga Lafto 校）の建設と並行して、独自に ManaBU の

学校建設手法を採り入れながら、新設小学校（Oda-Tuta 校）を建設した。このように、プロジェクト終了を待

たずに ManaBU の手法を適用した郡もすでに存在する。 

 

2. 5 項目評価 

（1） 妥当性：非常に高い 

エチオピアの貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）にあたる持続的開発・貧困

削減プログラム（Sustainable Development and Poverty Reduction Programme：SDPRP）は、7 つ重点セクタ

ーの 1 つに「教育」を挙げている。また 2002 年 6 月に連邦教育省が発表した教育セクター開発プログラム

第 2 フェーズ（ESDPⅡ）では、政府財源に限りがあることから住民参加による学校建設の重要性が繰り返し

述べられている。さらに 2005 年 8 月に連邦教育省が発表した ESDPⅢにおいても、建築資材、労働力、現

金をコミュニティが提供することによって学校建設を進めることの重要性が強調されている。 
また、学校建設に際しては郡教育事務所（WEO）が行政組織として主導的役割を果たすことが、教育省

作成の「教育経営、住民参加、教育財政の運営ガイドライン」（2002 年 8 月）に明記されていることから、オ

ロミア州教育局（OEB）は上位レベルの C/P 機関として、WEO は地方（現場）レベルの C/P 機関として、そ

れぞれ適切である。 
他方、開発途上国の基礎教育分野へのわが国の支援は、外務省が 2002 年 6 月に作成した「成長のた

めの基礎教育イニシアティブ」（Basic Education for Growth Initiative：BEGIN）でうたわれており、1998 年と

2003 年のアフリカ開発会議（TICADⅡ、Ⅲ）においてもその重要性が確認されている。 
このように本プロジェクトの目指すものは、エチオピアと日本政府の政策と合致している。 

 

（2） 有効性：高い 

住民参加型の計画、建設、運営に関するガイドラインはすでにドラフトが出来ている。このうち、計画ガイ

ドラインはほぼ完成しており、建設ガイドラインは 2006 年に学校建設を進めながら改定される予定である。

運営ガイドラインは 2005 年に最初の 5 校が開校してから日が浅いため、今後の学校運営の中で見直しが

進められる。 
 本プロジェクトは全期間の半分を過ぎたところだが、すでに以下の点でその有効性が確認されている。 

－住民参加型の学校建設・運営について WEO 行政官の計画策定・実施能力が向上した。 
－ 学校の建設と運営を通じてコミュニティの結束力が高まった。 
－ WEO とコミュニティとの間にパートナーシップが構築された。 



 － 廉価で耐久性のある学校建設の実現可能性が具体的に提示された。 
 － これまで基礎教育へのアクセスが皆無だったへき地に学校が建設された（開校した 5 校で 2,016 人が

就学中）。 
 － 本プロジェクトで実施した行政と住民の協働による学校建設手法を活用し、独自予算で小学校を建

設した WEO がある（西ハラルゲ県クンニ郡）。 
 

（3） 効率性：低い 

  以下の理由により、本プロジェクトの効率性は低いと言わざるを得ない。 
 － OEB 行政官の本プロジェクトに対する当事者意識と参加度の低さ。 
 － OEB、ZEO、WEO 行政官の頻繁な人事異動と離職。 
 － WEO における予算の不足（特に日当やモニタリングのための車両の燃料代）。 
 － 治安悪化による外出禁止（JICA 専門家の自宅待機）。 
 － 長引く雨期による建設の遅延。 
  上から 1～3 番目の点に関し、OEB は善処する旨確約している（ミニッツに明記）。 
 

（4） インパクト：中位 

現時点で本プロジェクトのインパクトを評価することは時期尚早であり、本プロジェクトのインパクトの大き

さは今後の関係者の努力と創意工夫にかかっている。本プロジェクトは次のような可能性と課題を内包して

いる。 
 － 本プロジェクトで実施した行政と住民の協働による学校建設・運営の手法は OEB で採用され、オロミ

ア州の ESDPⅢ内で言及されている。この手法は、州内に留まらず、エチオピア全土における学校建

設を促進する可能性を秘めている。 
 － 他方、現行の ManaBU モデルは WEO と住民の双方が最大限の時間と労力を割かない限り、具現化

（学校建設を完工）することは困難である。またひとくちに現地資材といっても各コミュニティで調達可

能な資材と不可能な資材があり、それによって住民が提供する労働力の内容も異なってくる。したが

って、ManaBU モデルは絶対不変のものではなく、各郡やコミュニティの状況に応じて柔軟に活用し

ていく必要がある。今後はどの程度まで柔軟性を持たせたモデルが開発できるかが課題である。 
 

（5） 自立発展性：中位 

現時点で本プロジェクトの自立発展性を論じることは時期尚早であるが、OEBの主導的役割が極めて重

要であることは論を待たない。OEB としては、今後プロジェクト終了時に向けて開発される ManaBU モデル

を学校建設のオロミア州モデルとして公式承認し、さらなる普及のための戦略を立案していくことが望まし

い。また WEO 行政官の増員・定着・能力向上、交通費（燃料代）の確保に向けた側面支援も必要である。

さらに本プロジェクトによる建設事例では、工業資材購入費と熟練工傭上費（最低でも合計約 10 万ブル）

は行政が負担しなければならないため、各郡において予算確保が大前提となる。これらの条件が満たされ

ない限り、本プロジェクトの自立発展性は危うく、エチオピアにおいては住民に負担を強いた質の低い学

校建設が連綿と継続されていく危険性をはらんでいる。 
 

 

3. 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

本プロジェクトの C/P 機関は OEB であるが、OEB のオーナーシップの低さについては先に述べたとおり

である。他方、住民参加による学校建設を実際に進めるのは郡の教育行政官であり、彼らが JICA 専門家

と共に活動することによって実践から学び得たものは大きい。本プロジェクトの PDM では WEO 行政官の

能力向上が成果のひとつとして設定されており、彼らはManaBUモデルの開発や計画・建設・運営ガイドラ



イン（案）の作成に大きな貢献を果たしたといえる。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 

 本プロジェクトで支援している「行政と住民の協働による学校建設」はエチオピアで初めての取り組みで

あり、プロジェクト開始以来、試行錯誤の連続であった。しかし、エチオピアの政府基準を満たす最低限の

質の学校を廉価で建設するには、行政と住民の協力が不可欠であることから、関係者間の合意形成を重

視した参加型アプローチは適切なものであったといえる。学校建設に際して行政と住民に求められる負担

は小さくはないが、一連のプロセスを通じてこれら関係者のオーナーシップは十分に醸成されたと考えら

れる。 
 

4. 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

WEO 行政官を能力向上の対象としたことは、上述のとおり本プロジェクトの効果発現に貢献したが、

WEO では学校建設・運営の実施機関としてキャパシティ不足であることは否めない。ほぼすべての WEO
は慢性的な人員不足の状況にあり、1 人の行政官が多くの仕事を兼務している。したがって、WEO に本プ

ロジェクトの担当官がいないケースや、いたとしても十分な時間を取れず動機付けが十分でないケースが

見受けられた。また WEO のような郡レベルの行政組織では、日常的な活動予算（日当や移動のための交

通費・燃料費）を確保するのも困難な状況にある。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 

実施プロセスに関する阻害要因は、既述のとおり以下の点に求められる。 
 － OEB 行政官の本プロジェクトに対する当事者意識と参加度の低さ。 
 － OEB、ZEO、WEO 行政官の頻繁な人事異動と離職。 
 － 組織編成に伴う郡レベル建設技官職の外部化と主体性の欠如。 
 － WEO における予算の不足（特に日当やモニタリングのための車両の燃料代）。 
 － 治安悪化による外出禁止（JICA 専門家の自宅待機）。 
 － 長引く雨期による建設の遅延。 
 

5. 結論 

本プロジェクトは多くの困難に直面しながらも創意工夫をしつつ、目に見える成果を挙げていることが確

認された。学校建設については遅れが見られるものの、残りの期間で遅れを取り戻すことは可能であり、最

終成果品であるガイドラインについてはすでにドラフトが完成していることから、プロジェクト終了時点で住

民参加型の学校建設・運営モデルを完成させるというプロジェクト目標を達成することは可能であると思わ

れる。 
 

6. 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) プロジェクト実施上の課題 

ManaBU プロジェクトはプロジェクト実施上の課題を抱えており、調査団から OEB に対して次の点に関

する善処を申し入れた。 
 C/P の頻繁な異動と離職。 
 モニタリング活動にあたっての旅費の手当て。 
 モニタリング活動にあたってのバイクの有効活用。 

 

(2) OEB のオーナーシップ 
C/P 機関である OEB の ManaBU プロジェクトに対するオーナーシップは非常に低いと言わざるを得な



い。OEB なくしては ManaBU モデルのオロミア州での今後の普及は不可能であるので、専門家と JICA 事

務所が協力して、OEB のオーナーシップの醸成やコミュニケーションの改善に取り組む必要がある。適切

な C/P の配置（今回の調査で申し入れ済み）、定期的なプロジェクト会議の開催（月 2 回以上）、OEB 職員

によるプロジェクトの積極的な運営管理、専門家が黒子に徹することができる状況が徐々にでも実現される

ことを期待する。 
 

(3) 中央政府の巻き込み 

ManaBU モデルの認知や普及を図るには中央レベルでの教育政策や他ドナーの協力との連携を模索

することが重要である。そのためには、次のような可能性を念頭に連邦教育省を一層巻き込んだ活動を行

うことが望ましい。 
 ESDP などの教育政策に ManaBU モデルを採り入れる。 
 オロミア州以外の州へも ManaBU モデルを普及させる。 
 UNICEF による学校建設の資材供与など、他ドナーによる学校建設関連案件との連携を図る。 
 SWAPs も展開していることから、世銀などのドナーによる財政支援資金の活用を図る。 

 

(4) ManaBU モデルの有用性と普及 

ManaBU モデルは大きなポテンシャルを有しているものの、その成否は WEO 行政官の能力とコミュニテ

ィの状況に大きくかかっており、同モデルは学校建設の多様な手段の１つととらえることが重要である。ま

た、ManaBUモデルはエチオピアの教育行政に住民参加という新たな活動を取り込み、廉価で質の確保さ

れた学校建設を可能にするという点において非常に斬新である一方で、普及にあたっては次のような条件

が満たされる必要がある。 
 ManaBU モデルの公式化。 

 WEO の強化。 

 各郡における学校建設予算の確保。 

ManaBU モデルの普及に取り組むためには、同モデルが最も有効である条件（郡行政、コミュニティ、立

地など）を明らかにし、オロミア州の教育開発のいずれの部分を担うことが適当であるのかを知る必要があ

る。さらに、ManaBU モデルはまだ完成途上であるので、プロジェクト残り期間において、WEO やコミュニテ

ィの負担の軽減、多様性への対応に関して改善の余地があるか、更なる検証が期待される。 
 

(5) オロミア州初等教育アクセス向上のための協力プログラム 

現在 JICA は ManaBU プロジェクトに加え、スクールマッピングやマイクロプランニングを主たる内容とし

た開発調査「オロミア州初等教育アクセス向上計画（SMAPP）」を OEB と実施しており、さらにオロミア州の

小学校建設の無償資金協力要請（平成 19 年度）も提出されている。無償資金協力については、平成 18
年 3 月 10 日に正式に採択され、コミュニティ開発支援無償として実施される予定であり、平成 18 年度の予

備調査実施を現在計画中である。これらの 3 つの投入を有機的に連携させ、１つのプログラムとして実施

し、一層の効果の発現を目指すことが期待される。 
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第１章 中間評価調査団の派遣 
 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

エチオピア連邦民主共和国では、1997年より教育セクター開発プログラム第 1 フェーズ（ESDP I）を実施

し、その結果、初等教育の総就学率が実施前の 34.7％から 2001/02 年には 57.4％へと向上し、量的拡大

において大きな成果を挙げた。しかしながら、児童数の大幅な増加に学校数や教員の養成が追いつかず、

１教室当たりの児童数が 80～100 人と過密状態にあるほか、教科書不足や教師不足の問題を抱え、さらに

教育アクセスの地域間や男女間の格差も依然として是正されていない。 

このような状況を踏まえ、2002 年にエチオピア政府は初等教育の拡充に重点を置く ESDPⅡを策定した。

そこでは、住民参加により建設・運営費用を節減した廉価なフォーマル教育、さらにカリキュラムや授業時

間の柔軟性を目指したノンフォーマル教育を、従来型のフォーマル教育の重要な代替手段と位置づけ、

その拡充を重点政策の 1 つに掲げている。しかし、従来の住民参加による小学校建設・運営の多くは、

個々の NGO やドナーの支援に全面的に頼るか、あるいは住民の独力によって実施されてきたため、地方

教育行政にはそのノウハウが蓄積されていない。さらに、地方分権化に伴い、中央政府から郡教育行政へ

の権限移譲が進んでおり、教育計画の立案・実施に関わる地方教育行政の能力向上が課題となってい

る。 

2005 年 8 月には、ESDPI/Ⅱからの教訓を踏まえ、教育の質的向上に重点を置いた ESDPⅢ（2005 年 6

月-2009 年 10 月）が策定された。ESDPⅢでは、ジェンダー格差や地域格差の是正を行い、教育の公平性

を確保するために、へき地での就学率の向上（小規模学校や複式学級制度の活用）、特別な配慮を要す

る児童への代替的教育機会の提供など、ESDPⅡまでに改善できなかった課題に臨んでいる。 

そのような教育政策の中で、我が国は、地方教育行政と地域住民の連携による住民参加型基礎教育を

重点サブセクターとして位置づけ、技術協力プロジェクト「住民参加型基礎教育改善プロジェクト」（通称

ManaBU プロジェクト）を 2003 年 11 月よりオロミア州で実施しており、同州の就学率の大幅な向上が望ま

れる農村部へき地において、住民参加型による持続的な学校建設・運営のモデルの策定を行っている。

本プロジェクトは、州内の 3 県 6 郡において、実際に 20 校の小学校（初等教育第 1 サイクル）をパイロット

的に建設・運営することにより、オロミア州教育局（OEB）と郡教育事務所（WEO）の能力向上を図りながら、

住民参加型による持続的な学校建設・運営の良い事例を提示することを目的としている。2006 年 1 月まで

に 20 校のうち 5 校が建設・開校され、学校運営が行われている。現在、4 年間のプロジェクト実施期間の中

間点にあたり、本調査において中間評価を行うものとする。 

 

 
１－２ 調査方法 

中間評価の方法は以下のとおりである。 

(1) R/D、PDM、活動計画表（PO）に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、達成状況を調査・確認す

る。 

(2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、現時点でのプロジェクト評

価を行う。 

(3) PDM と PO について、記載されている事柄（指標、活動、実施時期等）を見直し、必要に応じて修正す
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る。 

(4) 評価調査によって明らかになった点（問題点、改善点、修正すべき点、提案等）を日本側とエチオピア側

で共有し、今後の活動計画について協議する。 

(5) 本協議結果を双方の合意事項としてミニッツに取りまとめる。 
 

 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属 
団長/総括 萱島 信子 JICA 人間開発部 第１グループ（基礎教育）長 

教育計画 横関 祐見子 JICA 東南部アフリカ地域支援事務所 国際協力専門員  

学校運営 野邊 節 （株）ユニバーサル・フォレスト・コンサルタント  

海外事業部 教育担当主査 

評価分析 高橋 悟 （有）アイエムジー上席研究員 

協力計画 徳田 由美 JICA エチオピア事務所 企画調査員（現地より参団） 
 

 

１－４ 調査日程 

月日 曜日 業務工程 

 

12 月中旬 

～1 月 11 日 

 

 

オロミア州教育局担当官との協議 

ファクトシート完成 

対処方針案修正 

必要な情報・データ収集、資料の整理・入手 

PCM 研修準備打ち合わせ（現地コンサル、OEB、ManaBU、JICA 事務所） 

1 月 12 日 木 PCM 研修（第 1 日目） 

1 月 13 日 金 PCM 研修（第 2 日目） 

1 月 14 日 土 （高橋団員）アジスアベバ着  

午後：徳田企画調査員、ManaBU 専門家との打ち合わせ 

1 月 15 日 日 データ収集準備等 

1 月 16 日 月 オロミア州教育局表敬 

オロミア州教育局担当官との打ち合わせ 

プロジェクト専門家からの聞き取り調査 

データ収集（アジスアベバ、オロミア州教育局） 

1 月 17 日 火 データ収集（西ハラルゲ県 チロ郡） 

1 月 18 日 水 データ収集（西ハラルゲ県 クンニ郡） 

1 月 19 日 木 収集した情報・データの取りまとめ、資料整理（移動日） 

1 月 20 日 金 データ収集（アルシ県 ディクシス郡） 

1 月 21 日 土 収集した情報・データの取りまとめ、資料の整理・作成 
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官ベース調査団受け入れ準備 

（横関団員) アジスアベバ着 

(萱島団長・野邊団員) アジスアベバ着 

1 月 22 日 日 団内打ち合わせ 

プロジェクト専門家との協議 

1 月 23 日 月 JICA エチオピア事務所、プロジェクト専門家との協議 

在エチオピア日本大使館表敬 

教育省計画局表敬、協議 

オロミア州教育局表敬、協議 

1 月 24 日 火 地方視察・調査（アルシ県 ドドタ・スレ郡教育事務所訪問 

と ManaBU 学校視察） 

ミニッツ案の準備 

1 月 25 日 水 オロミア州教育局との協議 

ミニッツ案の作成 

評価調査結果要約表準備 

1 月 26 日 木 オロミア州教育局との協議 

ミニッツ案修正 

評価調査結果要約表準備 

1 月 27 日 金 オロミア州教育局との協議 

ミニッツ案修正 

評価調査結果要約表準備 

合同調整委員会開催準備 

1 月 28 日 土 合同調整委員会開催 

ミニッツ署名、交換 

1 月 29 日 日 合同調整委員会 議事録まとめ 

評価調査結果要約表作成 

1 月 30 日 月 評価調査結果要約表作成 

JICA エチオピア事務所にて報告 

 

 

１－５ 主要面談者 

エチオピア側 

① 連邦教育省 

Ms. Fantanesh Tilahun  計画局長 

 

② オロミア州教育局 

Mr. Dereje Asfaw  局長 
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Mr. Dunkana Negussa  副局長 

Mr. Teshome Lemma   Head of Planning and Research Department 

Mr. Lissanu Lejissa     Team Leader of EMIS Panel, Planning and Research Department 

Mr. Tasew Bekele    Team Leader of Planning and Project Study Panel, Planning and Research 

Department 

 

③ ドドタ・スレ郡教育事務所 

Mr. Indale Saresa 所長 

Mr. Minda Tasew ANFE Expert 

 

日本側 

① 在エチオピア日本国大使館 

泉 堅二郎 特命全権大使 

石塚 広志 二等書記官 

 

② JICA エチオピア事務所 

斎藤 直樹 所長 

神 公明  次長 

薬師 弘幸 所員 

 

③ ManaBU プロジェクト 

北詰 秋乃 専門家（チーフアドバイザー/参加型開発） 

國枝 信宏 専門家（住民参加型学校建設支援） 

 

④ 開発調査「オロミア州初等教育アクセス向上計画（SMAPP）」 

二宮 雅信 （総括/教育開発計画） 
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第２章 要約 

 

２－１ ５項目評価 

評価 5 項目の観点から現時点でのプロジェクト評価を行った結果は下表のとおりである。 

 

妥当性：非常に高い 

・ エチオピアの貧困削減戦略文書（PRSP）にあたる持続的開発・貧困削減プログラム（SDPRP）は、7 つ

の重点セクターの 1 つに「教育」を挙げている。また 2002 年 6 月に連邦教育省が発表した教育セクター

開発プログラム（ESDPⅡ）では、政府財源に限りがあることから住民参加による学校建設の重要性が繰

り返し述べられている。さらに 2005 年 8 月に連邦教育省が発表した ESDPⅢにおいても、建設資材、労

働力、現金等をコミュニティが提供することによって学校建設を進めることの重要性が強調されている。 
・ また、学校建設に際しては郡教育事務所（WEO）が行政組織として主導的役割を果たすことが、連邦

教育省作成の「教育経営、住民参加、教育財務の運営ガイドライン」（2002 年 8 月）に明記されているこ

とから、オロミア州教育局（OEB）は上位レベルの C/P 機関として、WEO は地方（現場）レベルの C/P 機

関として、それぞれ適切である。 
・ 他方、開発途上国の基礎教育分野への日本の支援は、外務省が 2002 年 6 月に作成した「成長のため

の基礎教育イニシアティブ（BEGIN）」でうたわれており、1998 年と 2003 年のアフリカ開発会議

（TICADⅡ、Ⅲ）においてもその重要性が確認されている。 
・ このように本プロジェクトの目指すものは、エチオピアと日本政府の政策と合致している。 

有効性：高い 

・ 住民参加型学校の計画、建設、運営に関するガイドラインはすでにドラフトが出来ている。このうち、計

画ガイドラインはほぼ完成しており、建設ガイドラインは 2006 年に学校建設を進めながら改定される予

定である。運営ガイドラインは 2005 年に最初の 5 校が開校してから日が浅いため、今後の学校運営の

中で見直しが進められる。 
・ 本プロジェクトは全期間の半分を過ぎたところだが、すでに以下のような有効性が確認されている。 

－WEO 行政官の住民参加型学校建設・運営にかかる計画策定・実施能力が向上した。 
－ 学校の建設と運営を通じてコミュニティの結束力が高まった。 
－ WEO とコミュニティとの間にパートナーシップが構築された。 
－ これら関係者の学校に対するオーナーシップが醸成された。 
－ 廉価で耐久性のある学校建設の実現可能性が具体的に提示された。 
－ これまで基礎教育へのアクセスが皆無だったへき地に学校が建設された（開校した 5 校で 2,016 人が

就学中）。 
－ 本プロジェクトで実施した行政と住民の協働による学校建設手法を活用し、独自予算で小学校を建設

した WEO がある（西ハラルゲ県クンニ郡）。 

効率性：低い 

・ 以下の理由により、本プロジェクトの効率性は低いと言わざるを得ない。 
 － OEB 行政官の本プロジェクトに対する当事者意識と参加度の低さ。 
 － OEB、ZEO、WEO 行政官の頻繁な人事異動と離職。 
 － 組織編成に伴う郡レベル建設技官職の外部化と主体性の欠如。 
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 － WEO における予算の不足（特に日当やモニタリングのための車両の燃料代）。 
 － 治安悪化による外出禁止（JICA 専門家の自宅待機）。 
 － 長引く雨期による建設の遅延。 

インパクト：中位 

・ 現時点で本プロジェクトのインパクトを評価することは時期尚早であり、本プロジェクトのインパクトの大き

さは今後の関係者の努力と創意工夫にかかっている。本プロジェクトは次のような可能性と課題を内包

している。 
 － 本プロジェクトで実施した行政と住民の協働による学校建設・運営の手法は OEB で採用され、オロミ

ア州の ESDPⅢ内で言及されている。この手法は、州内に留まらず、エチオピア全土における学校建

設を促進する可能性を秘めている。 
 － 他方、本プロジェクトで実施中の建設手法は、WEO と住民の双方が最大限の時間と労力を割かない

限り、具現化（学校建設を完工）することは困難である。またひとくちに現地調達資材といっても各コミ

ュニティで調達可能な資材と不可能な資材があり、それによって住民が提供する労働力の内容も異な

ってくる。したがって、ManaBU モデルは絶対不変のものではなく、各郡やコミュニティの状況に応じて

柔軟に活用していく必要がある。今後はどの程度まで柔軟性を持たせたモデルが開発できるかが課

題である。 

自立発展性：中位 

・ 現時点で本プロジェクトの自立発展性を論じることは時期尚早であるが、OEB の主導的役割が極めて

重要であることは論を待たない。OEB としては、今後プロジェクト終了時に向けて開発される ManaBU
モデルを学校建設のオロミア州モデルとして公式承認し、さらなる普及のための戦略を立案していくこと

が望ましい。 
・ また WEO 行政官の増員・定着・能力向上、交通費（燃料代）の確保に向けた側面支援も必要である。

さらに本プロジェクトによる建設事例では、工業資材購入費と熟練工傭上費（最低でも合計約 10 万ブ

ル）は行政が経費負担しなければならないため、各郡において予算確保が大前提となる。 
・ これらの条件が満たされない限り、本プロジェクトの自立発展性は危うく、エチオピアにおいては住民に

負担を強いた質の低い学校建設が連綿と継続されていく危険性をはらんでいる。 

 

 

２－２ PDM の改訂 
中間評価を機に、これまでのプロジェクトの進捗状況、達成度、今後のプロジェクトの進行を想定して、

PDM 第 2 版を作成した（ミニッツを参照）。実施協議調査時に作成された PDM からの変更点は以下のとおり

である。 
 

 PDM PDM 改訂版 
CBBEC ManaBU 
the CBBECs The ManaBU schools または schools 

名称 

CMC PTA 
指標の変更 
プ ロ ジ ェ
クト目標 

2. Number of requests for guidelines in 
the selected woredas 
 
3. Number of visitors to CBBEC 

2. Number of requests for guidelines in OEB and the 
selected woredas 
 
削除 
 

成果 1 1.4 Validity and  appropriateness of 
the plan elaborated by each woreda 

1.4 削除 
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1.5 Frequency and appropriateness of 
the method of monitoring and 
evaluation (including the research on 
the community) 

1.5 カッコ部分のみ削除 

成果 2 2.2  - rate and amount of fund 
provided by the community, etc. 
2.5 Quality and quantity of textbooks 
and teaching materials (ex. Student 
textbook ratio) 

削除 
 
成果 4.1 へ移動 

成果 3 3.4 Validity and appropriateness of 
CBBEC programs 
3.7 Frequency and appropriateness of 
the method of monitoring and 
evaluation  
 

削除（以下番号繰り上げ） 
 
削除 
 
3.6 Number and types of good example of 
community contribution for school management 
（新規追加） 

成果 4 4.1 Number of assigned teaching staff 
 
 
 
4.2 Validity and content of training 
provided 
4.3 Number of trained teaching staff 

4.1 Quality and quantity of textbooks and teaching 
materials (ex. Student textbook ratio) （追加） 
4.2 Number of assigned teaching staff and trained 
teaching staff 
削除 
 
4.3 Number of participants in induction training 
provided 

活動 
活動 1 1.5 To make a feasible plan in 

non-formal basic education 
削除（以下番号繰り上げ） 

活動 2 2.1 To select CBBEC sites in each 
woreda 
2.3 To conduct CBBEC construction 
process workshops for the Woreda 
Education Training and Management 
Board 
 
2.6 To provide required quality and 
quantity of textbooks and teaching 
materials to each CBBEC 

削除（以下番号繰り上げ） 
 
2.2 To conduct school construction process 
workshops for the woreda personnel 
 
2.3 To select school construction sites in the selected 
kebele 
活動 4.1 へ移動 

活動 3 
 
 

3.4 To assist CMC to develop CBBEC 
programs (including annual plans and 
time schedule) and rules and 
regulations 
3.5 To assist each CMC to manage 
CBBEC in collaboration with WEO 
3.6 To assist CMC to conduct regular 
monitoring and evaluation of the 
CBBEC management in collaboration 
with WEO 

削除（以下番号繰り上げ） 
 
 
3.4 To assist PTA in supporting school activities in 
collaboration with WEO 
 
削除 

活動 4 
 

4.1 To assist the CMC to assign 
teaching staff (facilitators) at CBBEC 
 
 
4.3 ～ 4.5 

4.1 To provide required quantity of textbooks and 
quality and quantity of teaching materials to each 
school（追加） 
4.2 To provide technical assistance to PTA in 
assigning teaching staff ( facilitators) at ManaBU 
schools, if necessary 
 
削除 
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第３章 計画達成度 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

長期専門家 3 名と短期専門家 1 名が派遣された。なお、本調査終了後の 2006 年 2 月 23 日から 

「業務調整／学校運営」の後任の長期専門家が派遣されている。 

氏名 指導科目 派遣期間 

長期専門家 

北詰秋乃 ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ／参加型開発 2003 年 3 月 30 日～2006 年 11 月 18 日 

山口直子 業務調整／学校運営 2004 年 1 月 18 日～2006 年 1 月 17 日 

國枝信宏 参加型学校建設支援 2004 年 6 月 22 日～2006 年 8 月 21 日 

短期専門家 

國枝信宏 住民参加型学校建設支援 2004 年 1 月 18 日～2004 年 3 月 7 日 

 

(2) 研修員受け入れ 

 研修受け入れの実績は下表のとおりである（詳細はミニッツ ANNEX 8-3 参照）。 

人数 所属先 研修科目 研修期間 受け入れ機関 

平成 15（2003）年度 

3 人 OEB 学校運営 2003 年 11～12 月 広島大学 

平成 16（2004）年度 

5 人 OEB（2 名）、ZEO（3 名） 学校運営 2004 年 8～9 月 広島大学 

平成 17（2005）年度 

3 人 OEB 教員研修 2006 年 1～2 月 鳴門教育大学 

 

2003 年度は OEB から 3 名が参加したが、うち 2 名は研修受講後に OEB を退職した。2004 年度は OEB

職員 2 名と ZEO 行政官 3 名（各県から 1 名ずつ）が参加した。ZEO 行政官 1 名は「成人及びノンフォーマル

教育」(Adult and Non-Formal Education: ANFE）)の担当部からメディア部に異動した。また他の ZEO 行政官

は、ZEO が ZECBO（県教育及びキャパシティビルディング事務所）に組織改編されたことに伴って教育部門

からキャパシティビルディング部門に異動されてしまったが、ZECBO が分割されて 1 年後に ZEO に戻ったと

ころで再び ZEO で勤務することとなった。2005 年度は OEB 副局長を含む 3 名が本邦研修に参加した（中間

評価調査団滞在中に本邦へ出発）。 

 

(3) 機材供与 

 交通手段としてステーションワゴン 2 台、小型トラック 2 台、オートバイ 6 台を供与し、事務機器も購入した。

これらの合計金額は 17,667 千円である。さらに、運営経費（学校建設用工業資材の購入費を含む）として

56,600 千円を活用した。 
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３－１－２ エチオピア側投入 

(1) カウンターパート（C/P）の配置 

中間評価調査実施直前での OEB の C/P 配置状況は以下のとおりであった。 

① Dereje Asfaw（OEB 局長）： プロジェクト・ディレクター 

② 空席：プロジェクト・マネージャー 

③ その他 C/P スタッフ 

   -  Lissanu Legissa (Expert, Planning and Research Dept.) 

   -  Tasaw Bekele (Expert, Planning and Research Dept.) 

   -  Yali Merga (Engineer, Planning and Research Dept.) 

   -  Alemayehu Etea (Head, Training Dept.) 

   -  Mengitsu Haile (Head, Education Supervision and Program Dept.) 

   -  Teshome Seifu (Team Leader, Education Supervision and Program Dept.) 

   -  Nuria Ibrahim (Expert (on study leave), Education Supervision and Program Dept.) 

   -  Kidane Tolcha (Expert, Education Supervision and Program Dept.) 

 

度重なる組織改編が進む OEB であるが、プロジェクトの対象がノンフォーマル学校から新たにフォーマル

学校を含めたものに変わったことに伴い、フォーマル教育を担当する以下の 3 つが本プロジェクトの担当部

署として確認された（組織図はミニッツ ANNEX 7 参照）。 

① Planning and Research Dept. 

② Education and Training Quality Assurance Dept. 

③ Educational and Supervision and Program Dept. 

また、上記のとおりプロジェクト・マネージャーのポストが空席であったが、OEB 副局長の Dunkana 氏が同

ポストに就くことを確認するとともに、協議の結果、新たにプロジェクト・マネージャー補佐のポストを設け、

Planning and Research Dept.長である Teshome Lemma 氏が就任することが決定した（詳細はミニッツ本文参

照）。 

 その他、ZEO と WEO レベルの C/P リストについてはミニッツ ANNEX 8-4 を参照。 

 

(2) スペースと施設の提供 

JICA 長期専門家 3 名のために 3 つの個室を提供した。しかし、提供されたスペースと施設では手狭だっ

たため、プロジェクトで OEB 敷地内に会議室を整備した。 

 

(3) 運営費の負担 

OEB は上記施設にかかる光熱費はすべて、電話料金は一部負担している。また、JICA がプロジェクト終

了後の活動の自立発展性を考慮し、OEB 職員の出張に日当は支払わないことを OEB と申し合わせており、

OEB 独自予算で日当を賄っている。 

 

 

 



 

 - 10 -

３－２ 活動実績 

 ここでは主に PDM に明記された活動の実施によって得られた成果について述べる（詳細は ANNEX 4-1 ま

たは付属資料「評価グリッド結果表」を参照）。 

 

３－２－１ 成果 1（WEO 行政官の住民参加型学校建設・運営に係る計画策定・実施能力が向上す

る） 

現在の C/P 数は、OEB 10 名、3 県の ZEO 8 名、6 郡の WEO 14 名である。C/P には頻繁な人事異動と離

職があり、また能力や取り組む意欲に大きな差異がある。しかし、JICA 専門家と密に連絡を取り合い共に活

動した C/P に関しては、住民参加型の学校建設運営について一定の計画策定・実施能力を習得したといえ

る。なお、計画ガイドラインのドラフトは完成している。 

 

３－２－２ 成果 2（選定された郡において ManaBU 学校が建設され、教育環境が整備される） 

2005 年 9 月に 5 校がほぼ完工・開校し、机・椅子・教科書の整備された教室で現在 2,016 名の児童が学ん

でいる。また 13 校についてはサイト選定済みで 2006 年 9 月に開校予定である。その他 2 校は行政村の選定

が未了である。なお、建設ガイドラインのドラフトは 2005 年に作成され、実際の建設において活用された。

2006 年はさらに建設作業の中で検証を進め、その過程で得られた新しい知見を盛り込む予定である。 
建設進捗状況 

未着工 
県 郡 学校建設 

目標数 開校 着工後
停止中 サイト選定済み 行政村 

未選定 
Dodota Sire 4 1 0 3 Arsi 
Diksis 2 1 1 0 
Chiro 4 2 0 2 West 

Harerge Kunni 4 1 0 3 
Degem 3 0 0 2 North 

Shoa Wuchale Jida 3 0 0 2 

2 

計 6 20 5 1 12 2 
 

３－２－３ 成果 3（ManaBU 学校が住民組織、WEO との協力で運営され、維持される） 

開校し運営されている学校は 5 校のみである。うち 4 校は 1 年生のみで全 4 教室を使用中である。2006

年 9 月の新入学生の受け入れに際しては効率的に（例えば 2 部制を導入して）教室を使用するか、教室を増

築する必要が生じる。また児童の増加に伴って教員を増やす必要も生じる。いずれにせよ、将来を見越して

計画的に学校を運営していく必要がある。運営ガイドラインのドラフトは作成されているものの、プロジェクト後

半において、さらにその内容を充実させていく必要がある。 

 

３－２－４ 成果 4（研修を受けた教員が、質の確保された教育を ManaBU 学校の児童に提供する） 
本プロジェクトでは、当初ノンフォーマル教育を対象としていたが、プロジェクト開始後に、ノンフォーマル

教育よりもフォーマル教育に対する住民の要望が高いことが判明したため、フォーマル校を開校することにし

た。これに伴って主に正規教員（非資格教員も少数含む）に対する導入研修を実施した。この導入研修に対

する参加者の評価は良好である。なお、教員の変更（プロジェクト開始当初はノンフォーマル教育を想定して

おり、非資格教員を雇用する計画であったが、ManaBU 学校が正規校となったことに伴い、正規教員が郡よ
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り配置されたため）とプロジェクトの残り期間を考慮し、現職教員研修の定期化はプロジェクト活動から除外す

ることとした。 

 

３－３ 達成状況（スーパーゴール、上位目標、プロジェクト目標） 
詳細はミニッツ ANNEX 4-1 または付属資料「評価グリッド結果表」を参照。 

 
３－３－１ スーパーゴールの達成状況 

・ オロミア州内の学校数は増加傾向にある。州内での就学者数も増加しているが、これはプロジェクト以外

の要因も作用していることが考えられる。 

・ 本調査時点では、他の郡の既存校において、本プロジェクトの学校建設手法が教室の増築や老朽化し

た校舎の建て替えに活用された、あるいは新規学校建設に活用されたという報告はされていない。 

 
３－３－２ 上位目標の達成状況 

・ 対象 6 郡内の学校数は増加傾向にあり、総就学率も向上している。ただし、既存の村の集会所を学校に

転用した場合も「建設（新規設立）」と見なされるため、ハード的には政府基準からかけ離れた政府校も

数多く含まれている。換言すれば、そのような措置を取ってでも学校数を増やさなければ、増大する需要

に応えることができないというのが実情である。 

・ 本調査時点では、他の郡の既存校において、本プロジェクトの学校建設手法が教室の増築や老朽化し

た校舎の建て替えに活用されたという報告はされていない。 

・ 西ハラルゲ県のクンニ郡では、本プロジェクトの支援を得てラガラフト校を建設したが、彼らはそれと並行

して、本プロジェクトの住民参加型学校建設の手法を採り入れながら、交付金 16 万ブルと住民参加（現

金 1 万 2 千ブル、現地資材、未熟練労働）によって Oda-Tuta 校も建設した。現時点で、本プロジェク

トにおいて上位目標を達成することはまだ早いと思われるが、Oda-Tuta 校の例もあるとおり、

ManaBU モデルの採用と普及により学校数の増加と就学率の向上が今後期待される。 

 

３－３－３ プロジェクト目標の達成状況 

ManaBU モデルは以下のような様々な課題に対応すべく開発途上であり、検証を受けている。 

・ 本プロジェクトは、WEO が 10 万ブル弱（工業資材購入費と熟練工傭上費）の予算を確保し、コミュニティ

が 6 万ブル相当（現金、現地調達資材、未熟練工傭上費）の貢献をすれば、石積の基礎と土壁の学校 1

校（1 棟 2 教室×2 棟＝4 教室）を建設することができるということを示した。もし住民参加がなければ、同タ

イプの学校を建設するのに約 20 万ブルの資金が必要である。したがって、ManaBU の建設手法は WEO

の学校建設コストを半減し、オロミア州内の選定された郡だけでなく他の郡においても学校建設を加速さ

せる可能性を秘めている。すなわち、これまで 20 万ブルで１校しか建設できなかったのに対し、住民参

加を得ることによって 2 校の学校建設が可能となることを示している。 

・ エチオピアの ESDP Ⅲには、初等教育第 1 サイクル（1～4 学年）の小学校の平均建設費用は 50 万ブル

強であり、各州は基本的な学校設計パラメータを考慮した廉価な代替モデルを開発することが強く期待

されているとの記述がある。ManaBU モデルはある意味でこの問いに対する回答を示したといえる。 

・ 他方、現行の ManaBU の建設手法は WEO による多大な働きかけと住民参加を必要とすることに留意す
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べきであり、今後さらに開発を進めていくモデルは地域の多様性に応じて柔軟に活用されるべきである。 

・ 学校建設は 1) WEO のイニシアティブ、2) 住民の積極的な参加、3) WEO と住民のパートナーシップを

必要とする。 

・ コミュニティは学校建設というプロセスを通じてより団結することが認められている。 

・ WEO は住民と共に学校を建設するという参加型アプローチを初めて経験した。本プロジェクトが開始さ

れるまでは「（一括契約による）建設業者任せ」、「住民任せ」、「ドナー任せ」の学校建設しか経験したこ

とがなかった。 

・ また選定された郡内の（本プロジェクトで建設された学校に通う）大半の児童にとっても、教育を受けるこ

とは初めての経験であった。もし ManaBU 学校がなければ、彼らは基礎教育にアクセスすることさえでき

なかった。 

・ 本プロジェクトは黒綿土（black cotton soil）の上に学校を建設するという困難な課題も抱えている。今後、

ディクシス郡のカチャコシモ村において、学校が成功裏に建設されれば、この事例は地域全体が黒綿土

のみで覆われた同様の行政村にとって良き模範となると思われる。 
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第４章 中間結果報告 

 

４－１ 評価 5項目による評価 

評価 5 項目の観点からプロジェクト評価を行った結果は下表のとおりである。 

 

妥当性：非常に高い 

（必要性） 

・ エチオピアでは、2015 年までに初等教育の完全普及をめざしている。しかし、増大する需要（通学を望

む児童数）に対して、学校数が非常に少ないという問題を抱えている。 
・ こうした社会的要請に政府予算だけでは対応しきれないため、住民のリソースを活用した参加型の学校

建設を進める必要性が生じている。 
 

（優先度） 

・ エチオピアの貧困削減戦略文書（PRSP）にあたる持続的開発・貧困削減プログラム（SDPRP）は、7 つ

重点セクターの 1 つに「教育」を挙げている。 
・ 2002 年 6 月に連邦教育省が発表した教育セクター開発プログラム（ESDP）Ⅱでは、政府財源に限りが

あることから住民参加による学校建設の重要性が繰り返し述べられている。 
・ 2005 年 8 月に連邦教育省が発表した ESDPⅢにおいても、建設資材、労働力、現金をコミュニティが提

供することによって学校建設を進めることの重要性が強調されている。 
・ さらに、ESDPⅢには「すべての学齢児童に初等教育へのアクセスを提供することは（中略）向こう数年

間、政府と住民の双方にとって大きな負担となるだろうが、その報いは大きい。（中略）住民は学校と成

人・基礎教育センターの建設のために、自らの能力に見合った労働力、現地資材、資金を提供すること

が期待される」と明記されている。 
 

（C/P 機関の適切性） 
・ 学校建設に際しては郡教育事務所（WEO）が行政組織として主導的役割を果たすことが、連邦教育省

作成の「教育経営、住民参加、教育財務の運営ガイドライン」（2002 年 8 月）に明記されていることから、

オロミア州教育局（OEB）は上位レベルの C/P 機関として、WEO は地方（現場）レベルの C/P 機関とし

て、それぞれ適切である。 
・ ただし、ManaBU モデルの認知や普及を図るには中央レベルでの教育政策や他ドナーの協力との連

携を模索することが重要である。 
 

（わが国の ODA 政策との関連性） 
・ 開発途上国の基礎教育分野への日本の支援は、外務省が2002年6月に作成した「成長のための基礎

教育イニシアティブ（BEGIN）」でうたわれており、1998 年と 2003 年のアフリカ開発会議（TICADⅡ、Ⅲ）

においてもその重要性が確認されている。 
 

有効性：高い 

（プロジェクト目標の達成状況） 

・ 本プロジェクトの最終成果品である計画・建設・運営に関するガイドラインのドラフトはすでにでき上がっ
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ており、今後プロジェクト終了に向けてより完成度を高めていく。 
・ ManaBU モデルは開発途上にあるが、許容できる耐用性で廉価な学校を建設できるという具体的な手

順や方法を示した。 
 

（プロジェクト目標の達成予測） 

・ ガイドラインの完成も含め、プロジェクト終了時点で住民参加型の学校建設・運営モデルを完成させると

いうプロジェクト目標を達成することは可能であると思われる。 
・ ただし現在の ManaBU モデルは多大な WEO からの働きかけと住民参加を必要とする。同モデルは各

地域の多様性に応じて柔軟に活用されるべきであり、残りのプロジェクト期間でさらなる改善が望まれ

る。 
 
（阻害要因） 

・ 有効性の阻害要因として確認されたものは以下のとおりである。 
 － OEB 行政官の本プロジェクトに対する当事者意識と参加度の低さ。 
 － OEB、ZEO、WEO 行政官の頻繁な人事異動と離職。 
 － 組織編成に伴う郡レベル建設技官職の外部化と主体性の欠如。 
 － WEO における予算の不足（特に日当やモニタリングのための車両の燃料代）。 
 － 治安悪化による外出禁止（JICA 専門家の自宅待機）。 
 － 長引く雨期による建設の遅延。 
・ 特に WEO に関しては、現場でこれに代わる機関がないものの、実施機関としてキャパシティ不足であ

ることは否めない。ほぼすべての WEO は慢性的な人員不足の状況にあり、1 人の行政官が多くの仕事

を兼務している。したがって、WEO に本プロジェクトの担当官がいないケースや、いたとしても十分な時

間を取れず動機付けが十分でないケースが見受けられた。WEO のような郡レベルの行政組織では、

日常的な活動予算（日当や移動のための交通費・燃料費）を確保するのも困難な状況にある。 
 

効率性：低い 

（阻害要因） 

・ 以下の理由により、本プロジェクトの効率性は低いと言わざるを得ない。 
 － OEB 行政官の本プロジェクトに対する当事者意識と参加度の低さ。 
 － OEB、ZEO、WEO 行政官の頻繁な人事異動と離職。 
 － WEO における予算の不足（特に日当やモニタリングのための車両の燃料代）。 
  （上記 3 点に関しては、OEB は善処する旨確約しミニッツに明記） 
 － 治安悪化による外出禁止（JICA 専門家の自宅待機）。 
 － 長引く雨期による建設の遅延。 
 
（成果の達成状況） 

・ 投入と活動はすべての成果の達成に向けて貢献している。 
 
（貢献要因） 

・ 住民参加による学校建設を実際に進めるのは郡の教育行政官であり、彼らが JICA 専門家と共に活動
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することによって実践から学び得たものは大きい。本プロジェクトの PDM では WEO 行政官の能力向上

が成果の1つとして設定されており、彼らはManaBUモデルの開発や計画・建設・運営ガイドライン（案）

の作成に大きな貢献を果たしたといえる。 
・ 本プロジェクトで支援している「行政と住民の協働による学校建設」はエチオピアで初めての取り組みで

あり、プロジェクト開始以来、試行錯誤の連続であった。しかし、エチオピアの政府基準を満たす最低限

の質の学校を廉価で建設するには、行政と住民の協力が不可欠であることから、関係者間の合意形成

を重視した参加型アプローチは適切なものである。学校建設に際して行政と住民に求められる負担は

小さくはないが、一連のプロセスを通じてこれら関係者のオーナーシップは醸成されたと考えられる。 

インパクト：中位 

（スーパーゴールと上位目標の達成予測） 
・ オロミア州内や対象 6 郡内の学校数は増加傾向にある。総就学率も向上しているが、これは保護者が

子どもを学校に通わせることの重要性を認識したことが要因の 1 つと考えられる。教育へのアクセスは向

上しているが、改善の余地は依然として大きい。 
・ 本調査時点では、オロミア州内の既存校で ManaBU モデルが教室の増築や老朽化した校舎の建て替

えに活用されたという報告はされていない。しかし、対象郡の 1 つであるクンニ郡内で少なくとも 1 校が

本プロジェクトの住民参加型建設手法を採り入れて建設された。今後、同モデルを活用してより多くの

学校が建設されていくことが期待される。 
 
（インパクト発現の可能性） 
・ ManaBU モデルは OEB で採用され、オロミア州の ESDPⅢ内で言及されている。このモデルは、州内に

留まらず、エチオピア全土における学校建設を促進する可能性を秘めているが、インパクトの大きさは

今後の関係者の努力と創意工夫にかかっている。 
 
（今後の課題） 
・ 現在の本プロジェクトにおける学校建設手法は、WEO と住民の双方が最大限の時間と労力を割かない

限り、具現化（学校建設を完工）することは困難である。また、ひとくちに現地調達資材といっても各コミ

ュニティで調達可能な資材と不可能な資材があり、それによって住民が提供する労働力の内容も異な

ってくる。したがって、ManaBU モデルは絶対不変のものではなく、各郡やコミュニティの状況に応じて

柔軟に活用していく必要がある。今後はどの程度まで柔軟性を持たせたモデルが開発できるかが課題

である。 
 

自立発展性：中位 

（組織的側面） 
・ 2002 年 8 月に連邦教育省が作成した「教育経営、住民参加、教育財務の運営ガイドライン」には、OEB

が ZEO と WEO の能力向上のために技術的、専門的、物質的な支援を提供する旨明記されている。こ

のガイドラインに従って OEB が強いリーダーシップを発揮することが強く求められる。 
・ ZEO は、このガイドラインによれば OEB から与えられた権限に応じて、WEO では実施できない活動を

行うことが期待されている。 
・ 新しい学校が政府によって建設される場合、WEO が必要事項を提示し、建設される行政村を決定する

旨、本ガイドラインに記載されている。 
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・ 上記の義務と責任を果たすため、OEB、ZEO、WEO は十分な人材と財源を付与される必要がある。 
・ WEO、ZEO、OEB では人事異動と離職が頻繁に行われている。これらは技術移転の速度を上回って

おり、プロジェクトの自立発展性に悪影響を与えることが懸念される。 
 
（財政的側面） 
・ WEO の開発予算と経常予算は乏しい。モニタリングのための交通費（燃料代）の確保はもちろんのこ

と、本プロジェクトによる建設事例では、工業資材購入費と熟練工傭上費（最低でも合計約 10 万ブル）

は行政が経費負担しなければならないため、自立発展性を高めるためには各郡における予算の確保

が不可欠である。 
 
（技術的側面） 
・ 現場において学校建設に関する監理や技術的助言を行うことができるのは郡行政事務所の建設技官

だけである。建設技官が 1 人しかいない郡もいくつかあり、WEO の財源が乏しい（WEO が郡建設技官

の出張費を捻出できない）こともあり、建設技官がへき地の建設サイトを定期的に訪問するために克服

すべき課題は残されている。 
・ ManaBU 学校の建設仕様は連邦教育省のそれと合致しており、OEB がそれを承認・採用する形をとっ

ている。地方自治体だけでなく NGO や他のドナーがこの仕様を用いる可能性は大きいが、それもひと

えに OEB の努力にかかっている。 
 
（社会・文化・環境的側面） 
・ ManaBU モデルは社会・文化・地理・環境的側面に配慮して注意深く提供され、コミュニティの多様なニ

ーズに応え続けることが期待される。 
 

以上、様々な条件が満たされない限り、本プロジェクトの自立発展性は危うく、エチオピアにおいては住

民に負担を強いた質の低い学校建設が連綿と継続されていく危険性をはらんでいる。 

 

 

４－２ 結論 

本プロジェクトは多くの困難に直面しながらも創意工夫をしつつ、目に見える成果を挙げていることが確認

された。学校建設については遅れが見られるものの、残りの期間で遅れを取り戻すことは可能であり、最終成

果品であるガイドラインについてはすでにドラフトが完成していることから、プロジェクト終了時点で住民参加

型の学校建設・運営モデルを完成させるというプロジェクト目標を達成することは可能であると思われる。 
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第５章 プロジェクト活動の今後の展開と提言 

 

５－１ プロジェクト活動の進捗と今後の計画 

今後プロジェクトは、①最終成果品であるガイドラインの改良と完成、②将来展開に向けた普及活動の着

手、に活動の重点を置いていくことが求められる。個々の活動の進捗状況と今後の計画は次のとおり。 

• 学校建設については、今後はすでにサイト選定済みである 13 校について 2006 年 9 月の完工を目指す。

残りの 2 校については、3 期目の建設パイロット活動であることから極力 OEB 独自で実施することとした

が、必要に応じてプロジェクト専門家の支援が求められる。 

• 教員研修を通じた教育の質の向上については、当初計画ではパイロット校がノンフォーマル校であった

ことから無資格教員を PTA が雇用する必要があったが、公立校に変更されたことにより WEO からの正

規教員の派遣が可能となった。これに伴い、今後の活動計画から現職教員研修活動を削除し、必要に

応じて校内や近隣校との教員の交流活動を学校運営支援の中で行う。 

• 本プロジェクトの最終成果品であるガイドラインの作成については、今後は、パイロット活動で得られた

知見をもとにドラフトを改良・完成し、OEB 側に ManaBU モデルの公式化を働きかけ、将来展開に向け

ての普及活動を開始する。 

 

 当初計画 現在までの進捗 今後の予定 
設置計画 2005 年４月までに、20 サイ

トの計画策定を終了する 
2 校の行政村選定を除き

ほぼ計画通りに進捗。 
若干の F/U 活動を行う。 
2 校の行政村選定については

OEB のイニシアティブにより極力

OEB 独自で実施する。 
学校建設 西ハラルゲとアルシ県につ

いては 2005 年 5 月に、北シ

ョア県については 2006 年 4
月に、全学校建設を終了す

る。 

5 校はほぼ完工し、昨年 9
月に開校。 
13 校についてサイト選定

済み、このうち 12 校は建

設未着手。 
2 校は行政村選定未了。 

2006 年 9 月までに 13 校を建設。

2007 年 5 月までに 2 校建設（現

在行政村未選定）。 
ただし最後の 2 校については

OEB のイニシアティブにより極力

OEB 独自で実施する。 
学校運営 上記設置計画と学校建設

計画に合わせて、順次運営

研 修 と 開 校 準 備 を 行 う 。

2005 年 6 月までに終了す

る。 

5 校は 2005 年 9 月に開校

し運営開始済み。 
順次開校した学校について運営

支援を行う。建設段階から形成

された CMC(PTA）の多様な活動

支援を予定（収入向上、教員交

流等含む）。 

パ
イ
ロ
ッ
ト
活
動 

教育の質 上記設置計画と学校建設

計画に合わせて、順次補助

教員 (facilitator）研修を行

う。2006 年 6 月までに新規

教員の導入研修を終了す

る。 

5 校について教員の導入

研修実施済み。 
パイロット校の位置付けがノンフ

ォーマル校から公立校に変更さ

れたことに伴い、現職教員研修

を計画から削除し、教員の導入

研修のみを実施する。 

ガイドラインの作

成 
2003 年 12 月にドラフトを作

成し、2006 年 10 月にドラフ

トの修正を行い完成させ

る。 

計画・建設・運営のガイド

ラインドラフト作成済み。そ

れぞれの熟度はパイロット

活動の進捗に応じて異な

る。 

今後のパイロット活動を踏まえ、

ガイドラインのさらなる改善を図

る。 
ガイドラインの広報・普及活動を

行う。 



 

 - 18 -

５－２ 提言 

５－２－１ ManaBU プロジェクトの意義と ManaBU モデルの有用性 
エチオピアにおいてはこれまで住民参加が教育政策文書にうたわれながらも、行政からの技術的経済的

支援がほとんど行われない、いわば「住民任せの住民参加型」の学校建設・運営が実態であった。その結果

として、住民の負担が大きくかつ非常に質の劣る校舎で不十分な内容の教育が行われている。したがって、

ManaBUプロジェクトの意義は、エチオピアで広く行われている住民参加の学校建設・運営に、行政が行うべ

き適切な技術的経済的支援の内容を模索し、その具体的な手法を確立しようとしているところにある。 

 

本プロジェクトにおいて開発した ManaBU モデルの概要は次のとおりである。 

（学校建設に関して） 

• 行政負担：工業資材と熟練工の調達 （約 10 万ブル）  

• 住民負担：現地で入手可能な材料（土、砂、石、木、藁、水など）の提供と労働の提供  

（約 6 万ブル、ただしコミュニティの状況により大きく異なる） 

• 建設仕様：石＋コンクリートの基礎、土壁、木製トラス、トタン屋根 

（政府の低コスト型学校建設標準仕様に準じる） 

• 住民参加プロセス：ワレダ教育行政官・建設技官と地域住民で建設管理委員会を形成し、この委員会

がサイト選定、設計、仕様、予算、ワレダと住民の負担割合などを決定し、住民とワレダ行政官が建設の

各工程を分担する。 

• 工期：サイト選定から開校まで約 1 年 

 

（建設後の学校運営に関して） 

• 行政負担：有資格教員の派遣、学校運営経費の負担（規定では 5 ブル/児童×児童数、ただし支給され

ていないケースも多い） 

• 住民負担：運営経費の負担（5～10 ブル/戸ほど）、必要に応じ補助教員（facilitators）の雇用や教員宿

舎・トイレ・柵の建設 

• 住民参加プロセス：ワレダ教育行政官と地域住民とで PTA を形成し、学校運営にあたる。 

 

住民参加型の学校建設・運営は、住民の教育に対するニーズと負担引き受けの意思が前提となるが、そ

もそもこのような住民のレディネスもコミュニティごとに多様で流動的である一方で、学校建設ニーズは広範に

存在する（前期小学校/後期小学校/中等学校、新築/増築/建て替え、都市部/農村部/へき地、近隣に学校が

ある場合/ない場合など）。したがって、ManaBU モデルは大きな可能性を有しているものの、その成否は郡

行政官の能力とコミュニティの状況に大きくかかっており、ManaBU モデルは学校建設の多様な手段の 1 つ

ととらえることが重要である。 

 
５－２－２ ManaBU モデルの普及 

ManaBU モデルはエチオピアの教育行政に住民参加という新たな活動を取り込み、廉価で質の確保され

た学校建設を可能にするという点において非常に斬新である一方で、普及にあたっては次のような条件が満

たされる必要がある。 
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• ManaBU モデルの公式化：すでに OEB はオロミア版 ESDPⅢドラフトにおいて ManaBU モデルについ

て言及しているが、ManaBU モデルの完成に伴い公式化するとともに、郡への普及活動が必要である。 

• WEO の強化：十分な住民参加を得るには、WEO による十分なファシリテーション/モニタリング/フォロー

アップが必要であり、郡の教育行政官の増員、能力向上、移動手段の手当て等が前提となる。 

• 資金の確保：工業資材購入と熟練工雇用は行政側が負担すべきものであり（これまでのプロジェクトの

事例では約 10 万ブル/校）、各郡において最低でもこの資金の確保が必要となる。 

 

特に WEO 強化と資金の確保は、エチオピアの現在の状況から見て必ずしも容易ではないので、ManaBU

モデルの普及にあたっては、これらの点について十分に考慮される必要がある。今後のプロジェクト活動を

通じて OEB がこれらの点についての一層の理解を深めるとともに、まずは OEB 側が今後の普及戦略検討の

イニシアティブを取ることが期待される。 

 

また、今後の ManaBU モデルの普及に取り組むためには、同モデルが最も有効である条件（郡行政、コミ

ュニティ、立地など）を明らかにし、オロミア州の教育開発のいずれの部分を担うことが適当であるのかを知る

必要がある。さらに、ManaBU モデルはまだ完成途上であるので、プロジェクト残り期間において、WEO やコ

ミュニティの負担の軽減、多様性への対応に関して改善の余地があるか、更なる検証が期待される。 

 

５－２－３ オロミア州教育局（OEB）のオーナーシップ 

C/P 機関である OEB の ManaBU プロジェクトに対するオーナーシップは非常に低いと言わざるを得ない。

ここに至るまでには、日々のプロジェクト活動の中で専門家の多くの苦労があったものと推察されるが、OEB

なくしては ManaBU モデルのオロミア州での今後の普及は不可能であるので、専門家と JICA 事務所が協力

して、OEB のオーナーシップの醸成、関係修復、コミュニケーションの改善に取り組む必要がある。適切な

C/P の張り付け（今回の調査で申し入れ済み）、定期的なプロジェクト会議の開催（月 2 回以上）、OEB 職員

によるプロジェクトの積極的な運営管理、専門家は黒子に徹する姿勢が徐々にでも実現されることが期待さ

れる。 

 

５－２－４ 中央政府の巻き込み 

エチオピアは連邦制を採っており、教育行政も州政府に委ねられているため、ManaBU プロジェクトはオロ

ミア州政府の教育局を C/P 機関として実施している。日々のプロジェクト活動においては、このことは適当で

あるものの、ManaBU モデルの認知や普及を図るためには中央レベルでの教育政策や他ドナーの協力との

連携を模索することが重要である。そのためには、次のような可能性を念頭に、連邦教育省を一層巻き込ん

だ活動を行うことが期待される。 

• ESDP などの教育政策に ManaBU モデルを採り入れる。 

• オロミア州以外の他州へも ManaBU モデルを普及させる。  

• UNICEF による学校建設の資材供与など、他ドナーによる学校建設関連案件との連携を図る。 

• SWAPs も展開していることから、世銀などのドナーによる財政支援資金の活用を図る。 

 

 



 

 - 20 -

５－２－５ プロジェクト実施上の課題 

ManaBU プロジェクトは、次のようなプロジェクト実施上の課題を抱えており、調査団から OEB に対して善

処を申し入れた。 

• C/P の頻繁な異動と離職：プロジェクト開始当初より異動・離職していない OEB の C/P 職員は 2 人のみ

であり、WEO においても然りである。人材育成が図られないばかりか日々のプロジェクト活動の進捗にも

支障を及ぼしているため、OEB に強く是正を申し入れた。 

• モニタリング活動にあたっての旅費：OEB と WEO のいずれにおいても、旅費・日当の支払いを C/P から

は求められることが多いものの、プロジェクトでは終了後の自立発展性を考慮し、原則支払っていない。

調査団からも重ねて、先方による旅費・日当の手当てについて強く申し入れた。その一方で、エチオピ

アの財政状況を考えると、先方による手当てが困難であるのも現実であり、OEB や WEO の組織外の建

設技官についてだけ、プロジェクトによる旅費手当てを検討することも、プロジェクトの円滑な運営からは

必要でないかと思われる。JICA 事務所とも相談の上、今後の学校建設活動での取り扱いを検討する。 
 
  モニタリング活動にあたってのバイクの活用：プロジェクトは 6 台のバイクを WEO にモニタリング活動の手

段として供与しているが、一部に燃料代の不足などにより活用されていない事例がある。調査団より先方に

善処を申し入れたものの、今後は運用記録の作成を義務づけるなどして、活用状況の把握をするとともに、

改善に向けて JICA 事務所からも継続的な働きかけが必要である。 

 

５－２－６ オロミア州初等教育アクセス向上のための協力プログラム 

現在 JICA は ManaBU プロジェクトに加え、スクールマッピングやマイクロプラニングを主たる内容とした開

発調査「オロミア州初等教育アクセス向上計画（SMAPP）」を OEB と実施しており、さらにオロミア州の小学校

建設の無償資金協力要請（平成 19 年度）も提出されている。無償資金協力については平成 18 年 3 月 10

日に正式に採択され、コミュニティ開発支援無償として実施される予定であり、平成 18 年度中の予備調査実

施を現在計画中である。これらの 3 つの投入を有機的に連携させ、1 つのプログラムとして実施し、一層の効

果の発現を目指すことが期待される。 
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る
が
、
改
善
の
余
地
は
依
然
と
し
て

大
き
い
。

 
2-

1.
 中

間
評
価
調
査
時
点
で
は
、
他
の
郡
の
既
存
校
で

M
an

aB
U
モ
デ
ル
が
教
室
の
増
築
や
老
朽
化
し
た
校
舎
の
建
て
替
え
に
活
用

さ
れ
た
と
い
う
報
告
は
さ
れ
て
い
な
い
。
現

時
点
で
本
指
標
を
判
断
す
る
の
は
時
期
尚
早
と
考
え
ら
れ
る
。

 
2-

2.
 現

時
点
で
本
指
標
を
判
断
す
る
の
は
時
期
尚
早
で
あ
る
が
、

K
un

ni
郡
内
の
少
な
く
と
も

1
校
が

M
an

aB
U
モ
デ
ル
を
基
に
し

て
建
設
さ
れ
た
。
今
後
同
モ
デ
ル
を
活
用
し

て
よ
り
多
く
の
学
校
が
建
設
さ
れ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
状
況

 
住
民
参
加
型
小
学
校
（

M
an

aB
U
学

校
）

の
モ

デ
ル

が
選

定
さ

れ
た

郡

に
お
い
て
開
発
さ
れ
る
。

 

1.
 

開
発

さ
れ

た
モ

デ
ル

の
有

効
性

と
妥
当
性

 
2.

 
選

定
さ

れ
た

郡
に

お
け

る
ガ

イ

ド
ラ
イ
ン
に
対
す
る
要
望
数

 
3.

 
M

an
aB

U
学
校
へ
の
訪
問
者
数

 

1.
 

M
an

aB
U
モ
デ
ル
は
以
下
の
財
務
・
技
術
・
運
営
・
行
政
・
社
会
・
地
理
的
課
題
に
対
応
す
べ
く
開
発
さ
れ
、
検
証
を
受
け
て

い
る
。

 
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

W
EO

が
10

万
ブ
ル
弱
（
工
業
資
材
購
入
費
と
熟
練
工
傭
上
費
）
の
予
算
を
確
保
し
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
が

6
万

ブ
ル
相
当
（
現
金
、
現
地
調
達
資
材
、
未
熟
練
工
傭
上
費
）
の
貢
献
を
す
れ
ば
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
基

礎
と
土
壁
の
学
校

1
校
（

1
棟

2
教
室
×

2
棟
＝

4
教
室
）
を
建
設
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
こ
と
を
示
し
た
。
も
し

住
民
参

加
が

な
け
れ
ば

、
同

タ
イ
プ
の

学
校

を
建
設
す

る
の

に
20

万
ブ

ル
の

資
金
が
必

要
で

あ
る
。
し

た
が

っ
て
、

M
an

aB
U

モ
デ
ル
は

W
EO

の
学
校
建
設
コ
ス
ト
を
半
減
し
、
オ
ロ
ミ
ア
州
内
の
選
定
さ
れ
た
郡
だ
け
で
な
く
他
の
郡

に
お
い
て
も
学
校
建
設
を
加
速
さ
せ
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、

20
万
ブ
ル
で
は
（

こ
れ
ま
で
１
校
し
か

建
設
で
き
な
か
っ
た
の
に
対
し
）
、
住
民
参
加
を
得
る
こ
と
に
よ
っ
て

2
校
の
学
校

建
設
が
可
能
と
な
る
こ
と
を
示
し
て

い
る
。

 
 

「
エ
」
国
の

ES
D

P 
II

Iに
は
、
第

1
サ
イ
ク
ル
（

1～
4
年
生
）
の
小
学
校
の
平
均
建
設
費
用
は

50
万
ブ
ル
強
で
あ
り
、

各
州
は

基
本

的
な
学
校

設
計

パ
ラ
メ
ー

タ
を

考
慮
し
た

廉
価

な
代
替
モ

デ
ル

を
開
発
す

る
こ

と
が
強
く

期
待

さ
れ
て
い

る
と
の
記
述
が
あ
る
。

M
an

aB
U
モ
デ

ル
は
あ

る
意
味
で
こ
の
問
い
に
対
す
る
回
答
を
示
し
た
と
い
え
る
。

 
 

他
方
、

M
an

aB
U

モ
デ
ル
は
多
大
な

W
EO

の
働
き
か
け
と
住
民
参
加
を
必
要
と
す
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
り
、

同
モ
デ
ル
は
地
域
の
多
様
性
に
応
じ
て
柔
軟
に
活
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

 
 

学
校
建
設
は

1)
 W

EO
の
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ヴ
、

2)
 住

民
の
積
極
的
な
参
加
、

3)
 W

EO
と
住
民
の
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

を
必
要
と
す
る
。

 
 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
は
学
校
建
設
と
い
う
プ
ロ
セ
ス
を
通
じ
て
よ
り
団
結
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
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W

EO
は
住
民
と

共
に
学
校
を
建
設
す

る
と
い
う
参
加
型
ア
プ
ロ
ー
チ
を
初
め
て
経
験
し
た
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
開
始

さ
れ
る
ま
で
は
「
（
一
括
契
約
に
よ
る
）
建
設
業
者
任
せ
」
、「

住
民
任
せ
」
、「

ド
ナ
ー
任
せ
」
の
学
校
建
設
し
か
経
験
し

た
こ
と
が
な
か
っ
た
。

 
 

ま
た
選

定
さ

れ
た
郡
内

の
（

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
で
建
設

さ
れ

た
学
校
に

通
う

）
大
半
の

児
童

に
と
っ
て

も
、

教
育
を
受

け
る
こ
と
は
初
め
て
の
経
験
で
あ
っ
た
。
も
し

M
an

aB
U
学
校
が
な
け
れ
ば
、
彼
ら
は
基
礎
教
育
に
ア
ク
セ
ス
す
る
こ

と
さ
え
で
き
な
か
っ
た
。

 
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
は
黒
綿
土
（

bl
ac

k 
co

tto
n 

so
il）

の
上
に
学
校

を
建
設
す
る
と
い
う
困
難
も
経
験
し
て
い
る
。
も
し

D
ik

si
s
郡
の

K
ec

ha
 K

os
hi

m
o
行
政
村
に
お
い
て
、
学
校
が
成
功
裏
に
建
設
さ
れ
れ
ば
、
こ
の
事
例
は
地
域
全
体
が
黒

綿
土
の
み
で
覆
わ
れ
た
同
様
の
行
政
村
に
と
っ
て
良
き
模
範
と
な
る
と
思
料
さ
れ
る
。

 
 

西
ハ
ラ
ル
ゲ
県
の

K
un

ni
郡
は

、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
支
援
を
得
て

La
ga

 L
af

t校
を
建
設
し
た
が
、
彼
ら
は
そ
れ
と
並

行
し
て

M
an

aB
U

モ
デ
ル
を
活
用
し

O
da

-T
ut

a
校
も
建
設
し
た
。

O
da

-T
ut

a
校
は
交
付
金
（

16
万
ブ
ル
）
と
住
民
参

加
（
現
金

1
万

2
千
ブ
ル
、
現
地
資
材
、
未
熟
練
労
働
）
に
よ
っ
て
建
設
さ
れ
た
。
同
校
は

20
05

年
9
月
に
開
校

し
た

が
、
校
舎
の
一
部
は
未
完
成
で
あ
る
。

 
2.

 
M

an
aB

U
学
校
が
建
設
さ
れ
た
行
政
村
の
近
隣
の
い
く
つ
か
の
行
政
村
の
住
民
は
、

M
an

aB
U
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ア
プ
ロ
ー
チ

を
間
近
に
見
て
お
り
、

W
EO

に
対
し
て
学
校
建
設
を
要
請
し
て
い
る
。

 
3.

 
何
名
か
の
人
た
ち
は
関
心
を
示
し
た
も
の
の

、
M

an
aB

U
学
校
は
幹
線
道
路
か
ら
ア
ク
セ
ス
が
困
難
な
僻
地
に
建
設
さ
れ
て
い

る
た
め
、
実
際
に
訪
れ
る
人
の
数
は
少
な
く

、
ま
た
そ
の
数
を
正
確
に
把
握
す
る
こ
と
は
む
ず
か
し
い
。
来
訪
者
数
は
指
標
と

し
て
そ
れ
ほ
ど
意
味
が
な
い
た
め
、
削
除
す
る
こ
と
と
す
る
。

 
成
果
の
達
成
状
況

 
1.

 
郡

教
育

事
務

所
（

W
EO

）
の

行
政

官
の

住
民

参
加

型
学

校

建
設

・
運

営
に

係
る

計
画

策

定
・
実
施
能
力
が
向
上
す
る
。
 

 

1.
 

基
礎
教
育
の
計
画
・
運
営
に
従
事

す
る
行
政
官
の
数

 
2.

 
M

an
aB

U
学

校
に

係
る

計
画

ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

有
効

性
と

妥
当

性
 

3.
 

簡
易

ス
ク

ー
ル

マ
ッ

ピ
ン

グ
の

有
効
性
と
有
用
性

 
4.

 
各

郡
で

策
定

さ
れ

た
教

育
計

画

の
有
効
性
と
適
切
さ

 
5.

 
（

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

調
査

を
含

め

た
）
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
と
評
価
方
法

の
頻
度
と
適
切
さ

 

1.
 

ま
ず

O
EB

は
上
述
の

M
an

aB
U
モ
デ
ル
の

普
及
と
計
画
・
建
設
・
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
配
布
に
お
い
て
極
め
て
重
要
な
役

割
を
担
っ
て
い
る
。

O
EB

に
は
局
長
を
含
め

て
10

人
の

C
/P

が
い
る
（
ミ
ニ
ッ
ツ

A
N

N
EX

8-
4
参
照
）
。
ま
た
同

A
N

N
EX

に
は

3
県
と

6
郡
（
そ
れ
ぞ
れ

6
名
、

14
名

）
の

C
/P

が
掲
載

さ
れ
て
い
る
。

C
/P

の
能
力
は
人

に
よ
っ
て
ば
ら
つ
き
が
あ
る

も
の
の
、

JI
C

A
専
門
家
と
密
に
連
絡
を
取
っ

て
自
発
的
に
活
動
し
た

C
/P

は
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
プ
ロ
セ
ス
重
視
の
ア
プ
ロ

ー
チ
を
よ
く
理
解
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
残
り
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
で
学
び
得
た
も
の
を
さ
ら
に
活
用
し
て
い
く
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。
他
方

O
EB

、
ZE

O
、

W
EO

に
お
け

る
C

/P
の
頻
繁

な
人
事
異
動
や
離
職
は
、
技
術
移
転
に
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響

を
与
え
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
展
の
阻
害
要
因
に
も
な
っ
て
い
る
。

 
2.

 
20

05
年

2
月
に
ラ
イ
ト
シ
ョ
ッ
プ
（

w
rit

es
ho

p）
が
開
催
さ
れ
た
。

O
EB

、
ZE

O
、

W
EO

の
C

/P
が
参
加
し
、
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
コ
ン
セ
プ
ト
や
内
容
に
つ
い
て
討
議
し
た
。
計
画
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
は
完
成
し
て
い
る
。
そ
の
有
効
性
と
妥
当

性
は
検
証
さ
れ
て
お
り
、

20
06

年
も
フ
ル
に

活
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

 
3.

 
20

04
年
に
行
わ
れ
た
簡
易
ス
ク
ー
ル
マ
ッ
ピ
ン
グ
は
、
選
定
さ
れ
た
郡
内
の
行
政
村
の
人
口
分
布
や
地
理
的
・
社
会
的
状
況
に

つ
い
て
の
詳
細
な
デ
ー
タ
を
収
集
で
き
た
こ
と
に
お
い
て
非
常
に
有
効
か
つ
有
用
で
あ
っ
た
。

 
4.

 
W

EO
行
政
官
の
能
力
は
現
場
で
の
オ
ン
ザ
ジ

ョ
ブ
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
っ
て
強
化
さ
れ
た
。
彼
ら
は

M
an

aB
U

学
校
の
計

画
・
建
設
・
運
営
に
つ
い
て
住
民
と
協
働
し

主
体
的
に
活
動
し
た
。
各
郡
の
教
育
計
画
を
策
定
す
る
活
動
は

SM
A

PP
に
引
き

継
が
れ
る
た
め
、
こ
の
指
標
は
削
除
す
る
こ

と
と
し
た
。
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5.
 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
は
毎
月

W
EO

（
時
々
は

O
EB

）
に
よ
っ
て
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は

O
EB

と
JI

C
A
専
門
家

の
日
常
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動
の
一
部
で

あ
り
、
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
の
一
環
と
捉
え
ら
れ
る
。

 
2.

 
選

定
さ

れ
た

郡
に

お
い

て

M
an

aB
U
学
校
が
建
設
さ
れ
、

教
育
環
境
が
整
備
さ
れ
る
。

 

1.
 

M
an

aB
U

学
校

建
設

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン
の
有
効
性
と
有
用
性

 
2.

 
M

an
aB

U
学

校
建

設
に

際
し

て

の
住
民
参
加
の
度
合
い

 
・
 
参
加
世
帯
の
割
合

 
・

 
住

民
が

提
供

し
た

役
務

の
種

類

と
時
間

 
・

 
住

民
が

用
意

し
た

資
材

の
種

類

と
量

 
・

 
住

民
が

提
供

し
た

資
金

の
割

合

と
金
額

 
3.

 
建

設
さ

れ
た

M
an

aB
U

学
校

の

数
と
状
況

 
4.

 
机
・
椅
子
の
質
と
量

 
5.

 
教
科
書
・
教
材
の
質
と
量
（
例
：

生
徒
一
人
当
た
り
の
教
科
書
数
）

1.
 

20
05

年
2
月
に
ラ
イ
ト
シ
ョ
ッ
プ
（

w
rit

es
ho

p）
が
開
催
さ
れ
た
。

O
EB

、
ZE

O
、

W
EO

の
C

/P
が
参
加
し
、
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
コ
ン
セ
プ
ト
や
内
容
に
つ
い
て
討
議
し

た
。
計
画
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
は
実
際
の
建
設
か
ら
得
ら
れ
た
多
く
の
教

訓
を
盛
り
込
ん
で
出
来
上
が
っ
て
い
る
。
そ
の
有
効
性
と
有
用
性
は
ほ
ぼ
検
証
さ
れ
て
い
る
が
、
新
た
に
気
づ
い
た
点
な
ど
が

追
加
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

20
06

年
も
同
ド
ラ
フ
ト
は
フ
ル
に
活
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

 
2.

 
学
校
建
設
が
決
定
し
た
行
政
村
で
は
住
民
が
建
設
運
営
委
員
会
（

C
M

C
）
を
設
置
し
た
。
基
本
的
に
行
政
村
の
全
世
帯
が
学
校

建
設
を
支
援
し
、
積
極
的
に
建
設
に
参
加
し
た
。
彼
ら
は
土
地
を
確
保
し
て
平
ら
に
し
、
資
材
を
調
達
す
る
と
と
も
に
掘
削
か

ら
始
ま
る
一
連
の
未
熟
練
作
業
に
従
事
し
た
。
そ
の
過
程
に
お
い
て
、
現
地
資
材
と
言
わ
れ
る
も
の
が
必
ず
し
も
現
地
で
調
達

で
き
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
例
え
ば
、
あ
る
行
政
村
で
調
達
で
き
る
資
材
が
別
の
行
政
村
で
は
調
達
で
き
ず
、
結
果

的
に
購
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た
。
ま
た
現
地
調
達
可
能
な
資
材
に
よ
っ
て
未
熟
練
作
業
の
種
類
も

変
わ
る
た
め
、
そ
の
作
業
も
行
政
村
ご
と
に
異
な
る
も
の
と
な
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
建
設
の
設
計
段
階
に
お
い
て
住
民
と
建

設
業
者
の
間
で
行
う
べ
き
役
務
を
明
確
に
区
別
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、

M
an

aB
U
モ
デ
ル
は

各
地
域
の
多
様
性
に
応
じ
て
柔
軟
に
活
用
さ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

 
住
民
は
様
々
な
形
で
学
校
建
設
に
貢
献
し
た
。

C
hi

ro
郡
の

W
ac

hu
 W

al
ta

ne
行
政
村
で
は
、
住
民
が

1
万

23
00

ブ
ル
の
現
金

を
用
意
し
、
資
材
を
集
め
、
未
熟
練
作
業
に

携
わ
っ
た
。
同
郡
の

C
hi

ro
 K

al
a
行
政
村
で
は
、
住
民
が
少
な
く
と
も

43
00

ブ

ル
の
現
金
を
集
め
、

30
55

ブ
ル

に
相
当
す
る
資
材
を
調
達
し
、

3
万

51
0
ブ
ル
（

30
51

人
／
日

 x
 1

0 
ブ
ル
）
に
相
当
す
る
未

熟
練
作
業
に
協
力
し
た
。
他
方
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
工
業
資
材
の
購
入
と
、
交
通
費
と
熟
練
工
傭
上
費
の
支
払
い
に
お
い
て

W
EO

を
支
援
し

た
。
こ
の
よ
う
に
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
支
援
（

10
万
ブ
ル
弱
相
当
）
を
得
て
、
住
民
参
加
に
よ
る
学
校
建
設

が
具
現
化
し
た
。
こ
う
し
た
建
設
過
程
を
経

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
住
民
が
一
致
団
結
し
て
い
れ
ば
い
る
ほ
ど
サ
イ
ト
選
定
と
学

校
建
設
の
時
間
が
短
く
な
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
行
政
村
の
村
長
の
指
導
力
は
欠
く
こ
と
の
で
き

な
い
も
の
で
あ
る
。

 
3.

 
学
校
建
設
の
進
捗
状
況
は
下
表
の
と
お
り
で
あ
る
。
最
初
の
建
設
年
（

20
05

年
）
に
暫
定
的
に
計
画
さ
れ
た
学
校
数
は

8
校
で

 
建
設
進
捗
状
況

 未
着
工

 
 
 
県

 
郡

 
学
校
建
設

目
標
数

 
開
校

 
着
工
後

 
停
止
中

 
サ
イ
ト
選
定
済
み

 
行
政
村
未
選
定

 
D

od
ot

a 
Si

re
 

4 
1 

0 
3 

A
rs

i 
D

ik
si

s 
2 

1 
1 

0 
C

hi
ro

 
4 

2 
0 

2 
W

es
t 

H
ar

er
ge

 
K

un
ni

 
4 

1 
0 

3 
D

eg
em

 
3 

0 
0 

2 
N

or
th

 
Sh

oa
 

W
uc

ha
le

 Ji
da

3 
0 

0 
2 

2 

合
計

 
6 

20
 

5 
1 

12
 

2 
あ
っ
た
が
、
実
績
で
は

5
校
と

な
っ
た
。
そ
の
理
由
は
本
評
価
グ
リ
ッ
ド
の
「
外
部
条
件
」
の
所
で
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

 
以
下
の

5
つ
の

M
an

aB
U

学
校
が

 2
00

3
年

9
月
に
開
校
し
た
。
①
、
②
及
び
③
は
完
工
し
、
④
と
⑤
は
一
部
を
残
し
て
未
完
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成
で

あ
る

。
学

校
の

物
理

的
な

状
態

は
全

般
的

に
良

好
で

あ
る

が
、

学
校

に
よ

っ
て

そ
の

質
に

ば
ら

つ
き

が
あ

る
。

そ
の
理
由

と
し

て
、

各
行

政
村

で
調

達
さ

れ
た

資
材

そ
の

も
の

の
質

に
優

劣
が

あ
る

こ
と

、
さ

ら
に

建
設

業
者

と
郡

の
建

設
技

官
の
技
術

レ
ベ

ル
に

差
が

あ
る

こ
と

が
挙

げ
ら

れ
る

。
こ

の
こ

と
は

、
住

民
が

良
質

の
資

材
を

調
達

す
る

よ
う

指
示

さ
れ

る
必

要
が
あ
る

こ
と
と
、
い
か
に
技
術
的
に
有
能
な
建
設
業
者
と
建
設
技
官
を
確
保
す
る
か
が
肝
要
で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

 
①

 
K

ol
ob

a 
H

aw
as

 校
（
児
童

32
5 
人
、

M
ag

ac
ha

行
政
村
、

D
od

ot
a 

Si
re

郡
、

A
rs

i県
）

 
②

 
If

a 
B

iy
o
校
（
児
童

43
0
人
、

W
ac

hu
 W

al
ta

ne
行
政
村

, C
hi

ro
郡
、

W
es

t H
ar

ar
gh

e
県
）

 
③

 
W

al
ta

'a 
Je

la
la
校
（
児
童

42
0
人

、
C

hi
ro

 K
al

a
行
政

村
, C

hi
ro

郡
、

W
es

t H
ar

ar
gh

e
県
）

 
④

 
La

ga
 L

af
to

校
（
児
童

41
6
人
、

La
ga

 L
af

to
行
政
村

, K
un

ni
郡
、

W
es

t H
ar

ar
gh

e
県
）

 
⑤

 
B

am
o
校
（

(児
童

42
5
人
、

Ta
na

 B
am

o
行
政
村

, D
ik

si
s郡

、
A

rs
県
）

 
  

  
学
校
が
建
設
さ
れ
た
郡
の
全

W
EO

行
政
官
と
住
民
は

M
an

aB
U
モ
デ
ル
の
適

切
さ
と
高
い
費
用
対
効
果
（
廉
価
で
耐
久
性
が

あ
る
こ
と
）
を
よ
く
理
解
し
て
い
る
。

 
4.

 
JI

C
A

専
門

家
チ
ー

ム
は
州

政
府
の

製
造
工

場
か
ら

机
・
椅

子
な
ど

を
購
入

し
た
。

品
質
は

良
好
で

量
も
十

分
で
あ

っ
た
。

校

舎
建
設
だ
け
で
な
く
、
机
・
椅
子
な
ど
を
購
入
し
た
こ
と
に

W
EO

と
住
民
は
非

常
に
感
謝
し
て
い
る
。
購
入
品
目
の
リ
ス
ト

は
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
英
文
）

A
pp

en
di

x 
2
の

と
お
り
。

 
5.

 
JI

C
A

専
門
家
チ
ー
ム
は
生
徒
一
人
当
た
り

1
教
科

1
冊
の
割
合
で
教
科
書
を
提
供
し
た
。
校
舎
建
設
だ
け
で
な
く
、
教
科
書

を
供
与
し
た
こ
と
に

W
EO

と
住
民
は
非
常
に
感
謝
し
て
い
る
。
教
科
書
の
冊
数
は
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
英
文
）

A
pp

en
di

x 
2
の

と
お
り
。

 
3.

 
M

an
aB

U
学

校
が

住
民

組
織

W
EO

と
の

協
力

で
運

営
さ

れ
、
維
持
さ
れ
る
。

 

1.
 

M
an

aB
U

 学
校

運
営

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン
の
有
効
性
と
有
用
性

 
2.

 
開

催
さ

れ
た

研
修

回
数

と
参

加

者
数

 
3.

 
セ

ン
タ

ー
運

営
委

員
会

（
現

PT
A
）
の
構
成
と
機
能

 
4.

 
M

an
aB

U
学

校
の

プ
ロ

グ
ラ

ム

の
有
用
性
と
適
切
さ

 
5.

 
M

an
aB

U
学

校
の

収
支

バ
ラ

ン

ス
 

6.
 

M
an

aB
U
学
校
の
物
理
的
状
態

 
7.

 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
と

評
価

方
法

の

頻
度
と
適
切
さ

n 

1.
 

20
05

年
2
月
に
ラ
イ
ト
シ
ョ
ッ
プ
（

w
rit

es
ho

p）
が
開
催
さ
れ
た
。

O
EB

、
ZE

O
、

W
EO

の
C

/P
が
参
加
し
、
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
コ
ン
セ
プ
ト
や
内
容
に
つ
い
て
討
議
し
た
。
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
は
出
来
上
が
っ
て
お
り
、
改
訂
が
進
め
ら

れ
て
い
る
。

M
an

aB
U

学
校
の
開
校
が

20
05

年
9
月
と
日
が
浅
い
た
め
、
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
完
成
さ
せ
る
に
は
し
ば
ら
く

の
期
間
と
経
験
の
蓄
積
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
ド
ラ
フ
ト
に
関
し
て
は

20
06

年
8
月
に
徹
底
し
た
見
直
し
が
予
定
さ
れ
て
い

る
。

 
2.

 
運
営
に
特
化
し
た
研
修
は
特
に
な
く
、
サ
イ
ト
選
定
や
学
校
建
設
の
過
程
を
通
じ
て
オ
ン
ザ
ジ
ョ
ブ
で
行
わ
れ
て
い
る
。
住
民

は
帳
簿
の
付
け
方
、
入
学
者
登
録
の
仕
方
、
資
金
集
め
の
仕
方
な
ど
を
学
ん
だ
。
し
か
し
、
運
営
に
関
し
て
は
多
大
な
改
善
の

余
地
が
あ
る
。
例
え
ば
一
つ
の

M
an

aB
U
学
校
に
は

4
教
室
あ
る

が
、
開
校
し
た

5
校
の
う
ち
４
校
は

1
年
生
だ
け

で
4
教
室

す
べ
て
を
使
用
し
て
い
る
。
こ
の
ま
ま
で
は

20
06

年
9
月
に
は
新

1
年
生
と
今
の

1
年
生
（
新

2
年
生
）
で
学
校
が
あ
ふ
れ

か
え
っ
て
し
ま
う
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
開
校
し
た

5
校
の
う

ち
、
自
力
で
こ
の
事
態
を
打
開
す
る
明
確
な
ビ
ジ
ョ
ン
を
持
っ

た
学
校
は
な
い
。

 
3.

 
当
初
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
建
設
を
行
う
施
設
は
ノ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
教
育
セ
ン
タ
ー
を
想
定
し
て
い
た
が
、
オ
ロ
ミ
ア
州
の
実
情

と
住

民
の

ニ
ー

ズ
に

照
ら

し
政

府
校

と
す

る
こ

と
と

し
た

た
め

、
「

セ
ン

タ
ー

運
営

委
員

会
」

で
は

な
く

、
連

邦
教

育
省

の
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
で
も
用
い
ら
れ
て
い
る

PT
A
と
い

う
名
称
を
使
う
こ
と
と
し
た
。

PT
A
会
合
は
隔
月
に

1
回
開
催
さ

れ
て
い
る
。

 
4.

 
20

05
年
に
開
校
し
た

5
校
は
す

べ
て
政
府
校
と
し
て
認
可
・
登
録
さ
れ
た
た
め
、
連
邦
教
育
省
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
準
拠
し
て

4
年
間
課
程
で
あ
る
。
政
府
校
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
学
校
は
政
府
か
ら
給
与
が
支
払
わ
れ
る
教
員
を
配
属
し
て
も
ら
う
こ
と
が

可
能
と
な
る
。
も
し
政
府
派
遣
の
教
員
だ
け
で
は
人
数
が
足
り
な
い
場
合
、
住
民
は
自
ら
お
金
を
拠
出
し
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
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と
呼
ば
れ
る
非
資
格
教
員
を
採
用
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
5.

 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
決
定
に
基
づ
き
、

PT
A
は
通
例
一
世
帯
あ
た
り

5～
10

ブ
ル

程
度
を
徴
収
す
る
。
徴
収
額
は
行
政
村
の
児
童

数
と
世
帯
数
に
よ
っ
て
変
化
す
る
。
徴
収
さ
れ
た
お
金
は
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
や
夜
警
の
給
与
、
施
設
の
保
守
管
理
な
ど
に
充

当
さ
れ
る
。
年
間
の
支
出
額
（
及
び
そ
れ
に
見
合
う
よ
う
に
徴
収
さ
れ
る
収
入
）
は

45
00
～

60
00

ブ
ル
の
範
囲
で
あ
る
。

 
6.

 
M

an
aB

U
学
校
の
物
理
的
な
状
態
は
全
般
的

に
良
好
で
あ
る
が
、
い
く
つ
か
の
教
室
で
は
床
に
ご
み
が
散
ら
か
っ
て
い
た
。
ま

ず
教
員
が
意
識
を
高
く
持
ち
、
学
校
を
清
潔
に
し
て
お
く
よ
う
児
童
を
教
育
す
る
こ
と
が
大
事
で
あ
る
。

 
7.

 
学
校
を
定
期
的
に
訪
問
す
る

W
EO

行
政
官
も
い
れ
ば
、
そ
う
で
な
い
者
も
い
る
。

W
EO

は
学
校

運
営
に
よ
り
積
極
的
に
関

わ
り
、
助
言
を
与
え
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
。
さ
ら
に

W
EO

は
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
予
算
（
少
な
く
と
も
燃
料
代
）
を
確
保

し
、

JI
C

A
が
供
与
し
た
オ
ー
ト
バ
イ
を
存
分
に
活
用
す
べ
き
で
あ
る
。

O
EB

は
少
な
く
と
も
四
半
期
ご
と
に
供
与
さ
れ
た
オ

ー
ト
バ
イ
の
使
用
状
況
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
4.

 
研

修
を

受
け

た
教

員
が

良
質

な
教
育
を

M
an

aB
U

学
校
の

児
童
に
提
供
す
る
。

 

1.
 

配
属
さ
れ
た
教
員
数

 
2.

 
提

供
さ

れ
た

研
修

の
有

効
性

と

内
容

 
3.

 
研
修
を
受
け
た
教
員
数

 
4.

 
M

an
aB

U
学

校
に

お
け

る
現

職

教
員
研
修
の
頻
度
と
適
切
さ

 
5.

 
教
員
の
意
欲
と
取
り
組
み

 
6.

 
児
童
の
学
習
態
度
、
満
足
度
、
成

績
、
留
年
率
等

 
7.

 
現

職
教

員
研

修
の

良
好

例
の

数

と
種
類

 
8.

 
定

期
的

で
体

系
化

さ
れ

た
現

職

教
員

研
修

計
画

の
有

効
性

と
適

切
さ

 

1.
 

開
校
し
た

M
an

aB
U
学
校
に
配
属

さ
れ
た
教
員
数
は
以
下
の
と
お
り
。

 
①

 
K

ol
ob

a 
H

aw
a
校
：

 4
 人

（
す
べ
て
政
府
教
員
）

 
②

 
If

a 
B

iy
o
校
：

 4
人
（
政
府
教
員

2
人
、
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー

2
人
）

 
③

 
W

al
ta

'a 
Je

la
la
校
：

 9
人
（
政
府
教
員

7
人
、
フ

ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー

2
人
）

 
④

 
La

ga
 L

af
to

校
：

 4
 人

（
す
べ
て
政
府
教
員
）

 
⑤

 
B

am
o
校
：

5
人

（
す
べ
て
政
府
教
員
）

 
2.

 
教
員
（
及
び
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
）
は
概
ね
導
入
研
修
に
満
足
し
て
い
る
。
理
解
と
他
の
教
員
と
の
議
論
を
よ
り
深
め
る
た
め

に
、
も
う
少
し
研
修
期
間
を
長
く
し
て
ほ
し
い
と
要
望
し
た
教
員
が

1
名
い
た

。
 

3.
 

ま
ず

20
05

年
10

月
に

W
EO

行
政
官
を
対

象
と
し
て
ト
レ
ー
ナ
ー
研
修
が
実
施
さ
れ
た
。
続
い
て

20
05

年
11

月
と

12
月
に

教
員
を
対
象
に
導
入
研
修
が
行
わ
れ
た
。
各

学
校
に
お
け
る
導
入
研
修
の
参
加
者
数
は
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
英
文
）

A
pp

en
di

x 
3

の
と
お
り
で
あ
る
。

 
4.

 
定
期
的
な
現
職
教
員
研
修
は
行
わ
れ
て
い
な
い
が
、

M
an

aB
U
学
校
と
他
校
の
教
員
は
毎
月
ク
ラ
ス
タ
ー
・
リ
ソ
ー
ス
・
セ
ン

タ
ー
（
周
辺
の
何
校
か
の
学
校
に
対
し
て
指

導
的
な
役
割
を
担
う
小
学
校
）
に
参
集
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
こ
の
場
で
研

修
的
要
素
を
含
ん
だ
内
容
の
会
合
が
持
た
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
限
ら
れ
た
残
り
の
期
間
を
考
慮
し
、
こ
の

指
標
と
対
応
す
る
活
動
は
削
除
す
る
こ
と
と
す
る
。

 
5.

 
M

an
aB

U
学
校
に
配
属
さ
れ
た
教
員
の
う
ち
何
名
か
は
そ
れ
ま
で
に
全
く
教
員
経
験
の
な
い
者
で
あ
っ
た
。
学
校
自
体
は
新
た

し
い
が
、
教
員
は
意
欲
的
で
教
育
熱
心
で
あ
る
。

 
6.

 
学
校
に
通
う
児
童
は
、

M
an

aB
U
学
校
が
な
け

れ
ば
教
育
機
会
の
な
か
っ
た
で
あ
ろ
う
者
が
大
半
を
占
め
て
い
る
。
教
員
が
前

向
き
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
児
童
も
懸
命
に
学

ん
で
い
る
。
こ
れ
ま
で
ご
く
少
数
の
中
途
退
学
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
児
童
が
１

週
間
ほ
ど
欠
席
し
た
場
合
、
教
員
は
家
庭
訪
問
し
て
児
童
の
状
況
を
確
認
し
て
い
る
。

 
7.

 
導
入
研
修
以
外
の
教
員
研
修
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
残
り
の
期
間
を
考
慮
し
、
こ
の
指
標
は
削
除
す
る

こ
と
と
す
る
。

 
8.

 
導
入
研
修
以
外
の
教
員
研
修
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
残
り
の
期
間
を
考
慮
し
、
こ
の
指
標
は
削
除
す
る

こ
と
と
す
る
。

 

- 72 -



 外
部
条
件

 
1.

 
選

定
さ

れ
た

郡
に

お
い

て

W
EO

行
政
官
が

継
続
し
て
勤

務
す
る
。

 
2.

 
M

an
aB

U
学

校
の

建
設

サ
イ

ト
の

住
民

が
学

校
建

設
・

運

営
プ

ロ
セ

ス
に

積
極

的
に

参

加
す
る
。

 
3.

 
M

an
aB

U
学

校
に

配
属

さ
れ

た
教

員
が

同
じ

学
校

に
継

続

し
て
勤
務
す
る
。

 
4.

 
「

エ
」

国
と

オ
ロ

ミ
ア

州
が

大
規

模
な

気
候

変
動

や
自

然

災
害

に
見

舞
わ

れ
ず

、
紛

争

な
ど
に
陥
ら
な
い
。

 
5.

 
学

校
建

設
用

の
土

地
が

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

か
ら

然
る

べ
く

提

供
さ
れ
る
。

 
6.

 
O

EB
、

ZE
O

及
び

W
EO

が

W
EO

行
政
官
の

能
力
向
上
を

重
視

す
る

政
策

を
変

更
し

な

い
。

 
7.

 
選

定
さ

れ
た

郡
に

お
い

て
多

数
の

政
府

校
が

閉
鎖

さ
れ

な

い
。

 
8.

 
オ

ロ
ミ

ア
州

に
お

い
て

多
数

の
政

府
校

が
閉

鎖
さ

れ
な

い
。

 
9.

 
「

エ
」

国
政

府
が

ノ
ン

フ
ォ

ー
マ

ル
基

礎
教

育
を

重
視

す

る
政
策
を
変
更
し
な
い
。

 

1.
 

W
EO

に
お
い
て

継
続
し
て
勤
務

す
る
行
政
官
の
人
数

 
2.

 
学
校
建
設
・
運
営
に
お
け
る
住
民

参
加
の
度
合
い

 
3.

 
同

じ
学

校
に

継
続

し
て

勤
務

す

る
教
員
数

 
4.

 
気
象
通
報
、
業
務
日
誌

 
5.

 
サ

イ
ト

選
定

と
学

校
建

設
に

係

る
活
動
記
録

 
6.

 
O

EB
の
開
発
計
画

 
7.

 
選
定
さ
れ
た
郡
の
教
育
統
計

 
8.

 
オ
ロ
ミ
ア
州
の
教
育
統
計

 
9.

 
国
家
開
発
計
画
ま
た
は

ES
D

P 

1.
 

W
EO

に
お
い
て

同
じ
チ
ー
ム
、
課
、
部
で
勤

務
を
続
け
る
行
政
官
は
ご
く
わ
ず
か
で
あ
る
。

W
EO

だ
け
で
な
く
、

ZE
O

と

O
EB

に
お
い
て
も
常
に
人
事
異
動
と
離
職
が
起
こ
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
技
術
移
転
の
ス
ピ
ー
ド
を
上
回
っ
て
お
り
、
ノ
ウ
ハ

ウ
の
蓄
積
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
適
時
な
遂
行

を
阻
害
し
て
い
る
。

 
2.

 
住
民
が
一
致
団
結
し
て
い
れ
ば
い
る
ほ
ど
サ
イ
ト
選
定
と
学
校
建
設
の
時
間
が
短
く
な
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
住
民
が

ど
れ
だ
け
ま
と
ま
っ
て
い
る
か
は
行
政
（

W
EO

、
ZE

O
等
）
の
働
き
か
け
に
依
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。

 
3.

 
新
任
教
員
は
真
摯
に
勤
務
し
て
い
る
。
開
校
後
に
離
職
し
た
教
員
は
い
な
い
。

 
4.

 
雨
期
が
例
年
以
上
に
長
引
き
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
遅
延
さ
せ
た
。
さ
ら
に
、

20
05

年
春
の
選
挙
活
動
に
よ
っ
て

W
EO

行

政
官
は
忙
し
く
な
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

あ
ま
り
関
わ
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
。

 
5.

 
学
校
建
設
サ
イ
ト
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
か
ら
然
る
べ
く
提
供
さ
れ
た
。
し
か
し
、
砂
糖
き
び
プ
ラ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
拡
張
計
画
が

浮
上
し
て
サ
イ
ト
選
定
の
中
止
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
ケ
ー
ス
が
あ
っ
た
（
ア
ル
シ
県

D
od

ot
a 

Si
re

郡
の

Aw
as

h 
B

is
ho

ra
行
政

村
）
。

 
6.

 
O

EB
、

ZE
O
及
び

O
EB

に
お
い

て
、

W
EO

行
政

官
の
能
力
向
上
を
重
視
す
る
政
策
は
変
更
さ
れ
て
い
な
い
。

 
7.

 
選
定
さ
れ
た
郡
で
は
校
舎
の
質
や
耐
久
性
は

正
確
に
把
握
さ
れ
て
い
な
い
も
の
の
、
学
校
数
自
体
は
増
加
し
て
い
る
。
集
会
所

と
し
て
使
わ
れ
て
い
る
建
物
が
政
府
校
と
し

て
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

 
8.

 
オ
ロ
ミ
ア
州
で
は
校
舎
の
質
や
耐
久
性
は
正
確
に
把
握
さ
れ
て
い
な
い
も
の
の
、
学
校
数
自
体
は
増
加
し
て
い
る
。
行
政
村
の

集
会
所
と
し
て
使
わ
れ
て
い
る
建
物
が
政
府
校
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

 
9.

 
「
エ
」
国
政
府
は
、

W
EO

行
政

官
の
能
力
向
上
を
重
視
す
る
政
策
は
変
更
し
て
い
な
い
。

 
 
以
上
に
加
え
て
、
ア
ル
シ
県
の

D
od

ot
a 

Si
re

郡
は
最
近
に
な
っ
て

2
つ
の
郡
に
分
割
さ
れ
た
。
同
様
の
分
割
は
西
ハ
ラ
ル
ゲ
県

の
C

hi
ro

郡
と
北

シ
ョ
ア
県
の

W
uc

ha
le

 J
id

a
で
も
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始
当
初

6
つ

だ
っ
た
「
選
定

さ
れ
た
郡
」
は

9
つ
に
増
加
し
、
そ
の

9
つ
の
郡

に
お
い
て
学
校
建
設
が
す
で
に
実
施
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
実
施
さ
れ
る
こ
と
が
決

ま
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
伴
い
、
郡
の
行
政
官
も
ま
た
分
割
先
の

W
EO

に
異
動
す

る
こ
と
と
な
る
。
こ
れ
ら
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

し
て
新
た
な
難
題
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
  

投
入
結
果

 
エ
チ
オ
ピ
ア
側
投
入

 
 

1.
 

C
/P

の
配
置

 
 

 -
  

Pr
oj

ec
t D

ire
ct

or
 

1.
 

中
間
評
価
調
査
の
直
前
時
点
の

C
/P

の
配
属

状
況

は
以
下
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。

 
①

 
D

er
ej

e A
sf

aw
（

O
EB

局
長
）
：

 P
ro

je
ct

 D
ire

ct
or
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 -

  
Pr

oj
ec

t M
an

ag
er

 
  

 -
  
一
般

C
/P

 
2.

 
ス
ペ
ー
ス
と
施
設

 
3.

 
予
算
措
置

 
         

②
 
空
席
：

Pr
oj

ec
t M

an
ag

er
 

③
 
一
般

C
/P

 
  

  
  

 -
  

Li
ss

an
u 

Le
gi

ss
a 

(E
xp

er
t, 

Pl
an

ni
ng

 a
nd

 R
es

ea
rc

h 
D

ep
t.)

 
  

  
  

 -
  

Ta
sa

w
 B

ek
el

e 
(E

xp
er

t, 
Pl

an
ni

ng
 a

nd
 R

es
ea

rc
h 

D
ep

t.)
 

  
  

  
 -

  
Ya

li 
M

er
gi

o 
(E

ng
in

ee
r, 

Pl
an

ni
ng

 a
nd

 R
es

ea
rc

h 
D

ep
t.)

 
  

  
  

 -
  

A
le

m
ay

eh
u 

Et
ea

 (H
ea

d,
 T

ra
in

in
g 

D
ep

t.)
 

  
  

  
 -

  
M

en
gi

ts
u 

H
ai

le
 (H

ea
d,

 E
du

ca
tio

n 
Su

pe
rv

is
io

n 
an

d 
Pr

og
ra

m
 D

ep
t.)

 
  

  
  

 -
  

Te
sh

om
e 

Se
ifu

 (T
ea

m
 L

ea
de

r, 
Ed

uc
at

io
n 

Su
pe

rv
is

io
n 

an
d 

Pr
og

ra
m

 D
ep

t.)
 

  
  

  
 -

  
N

ur
ia

 Ib
ra

hi
m

 (E
xp

er
t (

on
 st

ud
y 

le
av

e)
, E

du
ca

tio
n 

Su
pe

rv
is

io
n 

an
d 

Pr
og

ra
m

 D
ep

t.)
 

  
  

  
 -

  
K

id
an

e 
To

lc
ha

 (E
xp

er
t, 

Ed
uc

at
io

n 
Su

pe
rv

is
io

n 
an

d 
Pr

og
ra

m
 D

ep
t.)

 
2.

 
JI

C
A
専
門
家
の

執
務
関
連
の
す
べ
て
の
光
熱
費
は

O
EB

が
負
担

し
た
。
し
か
し
、
提
供
さ
れ
た
ス
ペ
ー
ス
と
施
設
が
不
十
分

だ
っ
た
た
め
、

JI
C

A
は

O
EB

敷
地
内
に
会
議
用
の
家
屋
を
建
設
し
た
。

 
3.

 
予
算
措
置
は
然
る
べ
く
取
ら
れ
て
い
る
。

O
EB

は
、

JI
C

A
が
彼

ら
が
フ
ィ
ー
ル
ド
に
行
く
時
に
そ
れ
を

O
EB

の
本
来
業
務
と

し
て
日
当
を
支
払
わ
な
い
こ
と
に
対
し
、
深

い
理
解
を
示
し
て
い
る
。

 
日
本
側
投
入

 
    

1.
 

長
期
専
門
家
派
遣

 
2.

 
短
期
専
門
家
派
遣

 
3.

 
資
機
材
供
与

 
4.

 
C

/P
本
邦
研
修

 

1.
 

こ
れ
ま
で
派
遣
さ
れ
た
長
期
専
門
家
は
以
下
の
と
お
り
。

 
①

 
北
詰
秋
乃
：
チ
ー
フ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
／
参
加
型
開
発
（

20
03

年
3
月

30
日
～

20
06

年
11

月
18

日
）

 
②

 
山
口
直
子
：
業
務
調
整
／
学
校
運
営
（

20
04

年
1
月

18
日
～

20
06

年
1
月

17
日

）
 

③
 
國
枝
信
宏
：
参
加
型
学
校
建
設
支
援
（

20
04

年
6
月

22
日
～

20
06

年
8
月

21
日

）
 

2.
 

こ
れ
ま
で
派
遣
さ
れ
た
長
期
専
門
家
は
以
下
の
と
お
り
。

 
①

 
國
枝
信
宏
：
住
民
参
加
型
学
校
建
設
支
援
（

20
04

年
1
月

18
日

～
20

06
年

3
月

7
日
）

 
3.

 
JI

C
A

は
交
通
手

段
と
し
て
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
ワ
ゴ
ン

2
台
、
小
型
ト
ラ
ッ
ク

2
台
、
オ
ー
ト
バ
イ

6
台
を
供
与
し
た
。
事
務
機

器
と
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
も
購
入
し
た
。
さ
ら
に
、
学
校
建
設
の
た
め
の
工
業
資
材
、
椅
子
・
机
、
教
科
書
・
教

材
の
購
入
を
支
援
し
た
。

 
4.

 
C

/P
本
邦
研
修
参

加
者
の
リ
ス
ト
は
ミ
ニ
ッ
ツ

A
N

N
EX

8-
3
を
参
照

。
日
本
の

20
03
（
会
計
）
年
度

に
O

EB
か
ら

3
名
が
参

加
し
た
が
、
う
ち

2
名
は
帰
国
後
に

O
EB

を
退
職
し
た
。

20
04

年
度
は
、

O
EB

職
員

2
名
と

ZE
O
行
政
官

3
名
（
各
県
か

ら
1
名
ず
つ
）
が
参
加
し
た
。

ZE
O
行
政
官

1
名

は
A

N
FE

（
成
人

及
び
ノ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
教
育
）
の
担
当
部
か
ら
メ
デ
ィ
ア

部
に
異
動
し
た
。
ま
た
他
の

ZE
O
行
政
官
は
、

ZE
O
が

ZE
C

B
O（

県
教
育
・
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
事
務
所
）
に
組

織
改
編
さ
れ
た
こ
と
に
伴
っ
て
教
育
部
門
か
ら
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
に
異
動
さ
れ
て
し
ま
っ
た
が
、

ZE
C

B
O

が
分

割
さ
れ
て

ZE
O
に
戻
っ
た
と
こ
ろ
で
（
１
年
を
経
て
）
再
び

ZE
O
で
勤
務
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

20
05

年
度
は

O
EB

副
局

長
を
含
む
３
名
が
本
邦
研
修
に
参
加
し
た
（

中
間
評
価
調
査
団
滞
在
中
に
本
邦
へ
出
発
し
た
）
。
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  評
価

グ
リ

ッ
ド

：
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

プ
ロ

セ
ス

 
評
価
項
目

 
必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
体
制

 
1.

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
体

制
の

適

切
さ

 
2.

 
問
題
へ
の
対
処

 

1.
 

エ
チ
オ
ピ
ア
側
と
日
本
側
か
ら
成
る
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
は
問
題
に
適
切
に
対
処
す
る
構
造
を
有
し
て
い
る
。

 
2.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
は
こ
れ
ま
で
予
期
せ
ぬ
幾
多
の
出
来
事
に
対
処
し
て
き
た
。

 

活
動
の
実
施

 
PD

M
活
動
の
計

画
と
実
施

 
M

an
aB

U
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
プ
ロ
セ
ス
重
視
の
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て

O
EB

と
JI

C
A
は
同
じ
考
え
方
を
共
有
し
て
い

る
。
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
参
加
型
で
あ
る
が
ゆ
え
に
時
間
も
か
か
る
が
、
住
民
の
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
醸
成
し
、

W
EO

行
政

官
の

能
力
向
上
を
図
り
、
学
校
建
物
の
質
を
確
保
す
る
上
で
最
適
な
方
法
で
あ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
残
り
の
期
間
を
考
え
る
と
、
現

職
教
員
研
修
に
係
る
活
動
は
除
外
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

関
係

者
間

の
コ

ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

 
1.

 
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
適

切

さ
 

2.
 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
方
法

 

1.
 

O
EB

の
C

/P
は
州
の
業
務
に
多
忙
を
極
め
、

JI
C

A
専
門
家
と
日
常
的
あ
る
い
は
重
要
な
事
柄
に
つ
い
て
さ
え
話
し
合
う
時
間

を
十
分
に
確
保
で
き
な
か
っ
た
。

O
EB

の
C

/P
は

で
き
る
だ
け
多
く
の
時
間
を
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
割
く
努
力
を
す
る
こ
と
が

強
く
求
め
ら
れ
る
。

 
2.

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
は
対
話
を
通
じ
て
問

題
解
決
を
図
ろ
う
と
努
力
し
て
き
た
。

 
 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
プ
ロ
セ
ス

 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
と

評
価

ツ
ー

ル
の

開

発
と
結
果

 
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
の
プ
ロ
セ
ス
は
概
し
て
適
切
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
な
る
べ
く
多
く
の
活
動
を
記
録
と
し
て
書
き
留
め
て
お

く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

 
 

当
事
者
意
識

 
当
事
者
意
識
の
度
合
い

 
 -

  
O

EB
 

 -
  

W
EO

 
 -

  
住
民

 

O
EB

は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
に
つ
い
て
指
導
力
を
発
揮
し
、
よ
り
強
い
当
事
者
意
識
と
責
任
を
自
覚
す
る
こ
と
が
切
に
望
ま
れ

る
。

 
W

EO
と
住
民
は

学
校
建
設
に
並
々
な
ら
ぬ
時
間
と
労
力
を
割
い
た
こ
と
も
あ
り
、
建
設
に
対
す
る
達
成
感
と
学
校
へ
の
愛
着

は
強

く
、
ま
た
当
事
者
意
識
も
高
い
。

 
 

技
術
協
力
の
方
法

 
技
術
協
力
の
適
切
さ

 
技
術
協
力
の
方
法
は
適
切
で
あ
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

W
EO

行
政
官
を
鼓
舞
し
、
住
民
の
力
を
引
き
出
し
、
両
者
の
パ
ー
ト
ナ

ー
シ
ッ
プ
で
も
っ
て
廉
価
で
丈
夫
な
学
校
を
建
設
す
る
た
め
の
最
適
な
方
法
を
た
ゆ
ま
ず
模
索
し
て
い
る
。
こ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
プ

ロ
セ

ス
を

重
視
し

た
も
の

で
あ
り

、
必
然

的
に
多

く
の
時

間
を
要

す
る
。

そ
れ
ゆ

え
、

JI
C

A
長
期

専
門
家

チ
ー
ム

を
派
遣

し
て
の

技
術
協
力
は
適
切
な
ス
キ
ー
ム
で
あ
る
と
い
え
る

。
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  評
価

グ
リ

ッ
ド

：
５

項
目

評
価

  
 評
価
項
目
：
妥
当
性
（

R
el

ev
an

ce
）

 
評
価
項

目
 

必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
「
エ
」
国
の
政
策
と
の
関
連
性

ス
ー
パ
ー
ゴ
ー
ル
、
上
位
目
標
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
、
国
家
開
発
計
画
、

ES
D

P 
II

 及
び

 I
II
、

そ
の

他
の

政
策

と
の
関
連
性

 

• 
財
務
経
済
開
発
省
は

20
02

年
7
月
に
「
エ
」
国
の
貧
困
削
減
戦
略
文
書
（

PR
SP

）
に
あ
た
る
持
続
的
開
発
・
貧
困
削
減
プ
ロ

グ
ラ
ム
（

SD
PR

P）
を
発
行
し
た
。

SD
PR

P
は

次
の

7
つ
の
重
点
セ
ク
タ
ー
を
挙
げ
て
お
り
、
教
育
セ
ク
タ
ー
も
こ
の
中
に

含
ま
れ
て
い
る
。
①
農
村
・
農
業
開
発
、
②
食
糧
保
全
、
③
牧
畜
開
発
、
④
道
路
、
⑤
水
資
源
開
発
、
⑥
教
育
、
⑦
保
健
医
療
。 

• 
20

02
年

6
月
に

作
成
さ
れ
た
教
育
セ
ク
タ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

ES
D

P）
II
は
、
向

こ
う

3
年
間
（

(2
00

2/
03

-2
00

4/
05
）
に
４
つ

の
課
題
と
し
て
掲
げ
て
い
る
が
、
そ
の
う
ち
の

2
つ
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
(1

) 
公
平
さ
と
質
を
確
保
し
つ
つ
初
等
教
育
の
ア
ク
セ
ス
と
普
及
範
囲
を
拡
大
し
、
初
等
教
育
の
完
全
普
及
と
い
う
目
標
を
達

成
す
る
。

 
(2

) 
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
、
継
続
的
な
改
革
、
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
た
め
の
組
織
の
能
力
向
上
を
様
々
な
レ
ベ
ル
で
図
り
、

持
続
的
な
制
度
開
発
を
可
能
に
す
る
教
育
シ
ス
テ
ム
構
築
に
む
け
た
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
を
行
う
。

 
• 

ES
D

P 
II
で
は
「

住
民
は
、
学
校
建
設
と
運
営
費
用
に
か
か
る
政
府
支
出
の
数
パ
ー
セ
ン
ト
（

5-
10

%
）
を
自
ら
支
援
す
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
。
住
民
参
加
の
新
し
い
様
式
が
導
入
さ
れ
振
興
さ
れ
る
こ
と
が
肝
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
に
は
戦
略
文
書
と
運

営
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
実
施
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

 
• 

20
05

年
8
月
に

作
成
さ
れ
た

ES
D

P 
II

Iで
も
「
全

て
の
学
齢
児
童
に
初
等
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
は
（
中
略
）

向
こ

う
数

年
間

、
政

府
と

住
民

双
方

に
と

っ
て

大
き

な
負

担
と

な
る

だ
ろ

う
が

、
そ

の
報

い
は

大
き

い
。
（

中
略

）
住

民
は
学

校
と
成
人
・
基
礎
教
育
セ
ン
タ
ー
の
建
設
の
た
め
に
自
身
の
能
力
に
見
合
っ
た
労
働
力
、
現
地
資
材
及
び
資
金
を
提
供
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
」
と
明
記
さ
れ
て
い
る
。

 
• 

こ
の
よ
う
に
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
「
エ
」
国
政

府
が
目
指
し
て
い
る
も
の
を
ま
さ
に
支
援
し
て
い
る
と
い
え
る
。

 
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ
と
の
関
連
性

 
ス
ー
パ
ー
ゴ
ー
ル
、
上
位
目
標
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
、

ES
D

P 
II

I、
そ
の

他
の

政
策

や
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
と

の
関

連
性

 

• 
連
邦
教
育
省
は

20
02

年
8
月
に
「
教
育
経
営
、
住
民
参
加
、
教
育
財
務
の
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
作
成
し
て
い
る
。
こ
の

中
で

W
EO

行
政
官
は
以
下
の
義
務
と
責
任
を
負
う
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

 
 

郡
に
お
い
て
、
教
育
、
特
に
初
等
教
育
を
広
め
る
た
め
の
仕
組
み
を
開
発
し
実
施
す
る
。

 
 

教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
そ
れ
ま
で
奪
わ
れ

て
い
た
地
域
に
お
い
て
教
育
を
公
正
に
普
及
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
。

 
 

政
府
が
新
し
い
学
校
を
建
設
す
る
場
合
、

必
要
事
項
を
示
し
、
建
設
が
行
わ
れ
る
行
政
村
を
決
定
す
る
。

 
• 

同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
次
の
よ
う
に
も
述
べ
て
い
る
。

 
 

政
府
（

行
政

）
は
、
住

民
が

新
規
学
校

建
設

、
既
存
校

舎
の

増
築
や
建

て
替

え
、
そ
の

他
の

投
入
に
積

極
的

に
関
わ
る

よ
う
促

す
べ

き
で
あ
る

。
過

去
に
お
い

て
は

、
新
し
い

学
校

の
建
設
は

よ
く

吟
味
さ
れ

た
手

続
き
な
し

に
無

計
画
に
行

わ
れ
て
き
た
。
そ
の
意
味
で
、
住
民
参
加
を
促
進
す
る
適
切
な
仕
組
み
を
作
る
必
要
性
が
生
じ
て
い
る
。

 
• 

ま
た

ES
D

P 
II

I 
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

 
 

W
EO

は
小
学
校

（
中
略
）
を
建
設
し
運
営
す
べ
き
で
あ
る
。
計
画
を
策
定
し
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。
（
中
略
）
教
育
を

広
め
、
教
育
分
野
で
住
民
参
加
を
鼓
舞
し
支
援
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
作
っ
て
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 

初
等
教
育
の
普
及
を
阻
ん
で
い
る
要
因
の

ひ
と
つ
は
、
第

1
サ
イ

ク
ル
の
学
校

1
校
あ
た
り
平
均

50
万
ブ
ル
強
の
学
校
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建
設
コ
ス
ト
で
あ
る
。

 
 

各
州
は

自
ら

の
状
況
に

応
じ

た
廉
価
な

学
校

建
設
の
代

替
モ

デ
ル
を
開

発
す

べ
き
で
あ

る
。

も
ち
ろ
ん

そ
れ

は
基
礎
教

育
学
校
の
設
計
パ
ラ
メ
ー
タ
を
考
慮
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 

廉
価
な

学
校

建
設
に
お

い
て

は
大
量
の

現
地

資
材
と
役

務
が

求
め
ら
れ

る
。

こ
れ
は
住

民
が

役
務
・
資

材
提

供
に
お
い

て
貢
献
で
き
る
よ
り
良
い
機
会
を
与
え
る

こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

 
• 

こ
の
よ
う
に
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
「
エ
」
国
政
府
が
目
指
し
て
い
る
も
の
を
ま
さ
に
支
援
し
て
い
る
と
い
え
る
。
本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
は
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
で
あ
る

W
EO

と
住
民
が
上
記
の
点
に
つ
い
て
取
り
組
む
こ
と
を
後
押
し
し
て
い
る
。
す
な

わ
ち

W
EO

と
住
民
が
、
そ
れ
ま
で
基
礎
教
育
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
な
か
っ
た
へ
き
地
に
お
い
て
、
先
を
見
越
し
て
計
画
を
立
て
、

学
校
を
建
設
・
運
営
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
支
援
し
て
い
る
。

 
わ
が
国
の

O
D

A
政
策
と
の
関

連
性

 
ス
ー
パ
ー
ゴ
ー
ル
、
上
位
目
標
と
、
日

本
の
政
策
と
の
関
連
性

 
• 

開
発
途
上
国
の
基
礎
教
育
分
野
へ
の
支
援
は
、
わ
が
国
外
務
省
が

20
02

年
6
月
に
作
成
し
た
「
成
長
の
た
め
の
基
礎
教
育
イ

ニ
シ
ア
テ
ィ
ヴ
（

B
EG

IN
）
」
で

謳
わ
れ
て
お
り
、
こ
の
中
で
日
本
は
、

1)
 教

育
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
確
保
す
る
、

2)
 教

育
の
質

を
改
善
す
る
、

3)
 教

育
の
運
営
を
改
善
す
る
、
こ

と
を
支
援
す
る
と
明
記
さ
れ
て
い
る
。

 
• 

ま
た

19
98

年
と

20
03

年
の
ア
フ
リ
カ
開
発
会
議
（

TI
C

A
D
Ⅱ
及
び
Ⅲ
）
に
お
い
て
も
基
礎
教
育
の
重
要
性
が
確
認
さ
れ
て
い

る
。

 
  評
価
項
目
：
有
効
性
（

Ef
fe

ct
iv

en
es

s）
 

評
価
項
目

 
必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
に

対
す

る
成
果
の
貢
献

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た

め
の
成
果
の
適
切
さ

 
 

• 
設
定
さ
れ
た
す
べ
て
の
成
果
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
向
け
て
貢
献
し
て
い
る
。

 
• 

M
an

aB
U
モ
デ
ル
は
ま
だ
開
発
途
上
に
あ
る
が
、
許
容
で
き
る
耐
久
性
で
廉
価
な
学
校
を
建
設
で
き
る
と
い
う
具
体
的
な
手
順

を
示
し
た
。

 
• 

し
か
し
な
が
ら
、
現
今
の

M
an

aB
U
モ
デ
ル
は
多

大
な

W
EO

か
ら
の
働
き
か
け
と
住
民
参
加
を
必
要
と
す
る
。
同
モ
デ
ル
は

各
地
域
の
多
様
性
に
応
じ
て
柔
軟
に
活
用
さ
れ
る

べ
き
で
あ
り
、
残
り
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
で
更
な
る
改
善
が
追
求
さ
れ
る

こ
と
に
な
る
。

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

た
め
の
貢
献
要
因

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
担

当
す

る
運

営

ユ
ニ
ッ
ト

 
• 

計
画
、
建
設
、
運
営
の
各
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
ド
ラ
フ
ト
は
、
実
際
の
活
動
か
ら
得
ら
れ
た
教
訓
を
取
り
入
れ
て
作
成
さ
れ
て
い

る
。

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
通
じ
て
、
成
果
の
ひ
と
つ
で
あ
る

W
EO

行
政
官
の
能
力
向
上
が
図
ら
れ
た
（
た
だ
し
、
行
政
官
に
よ

っ
て

ば
ら

つ
き

が
あ

り
）
。

彼
ら

は
住

民
参

加
を

促
し

有
機

的
に

組
織

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

学
校

建
設

を
行

う
と

い
う

経
験
を

積
ん
だ
。
こ
の
よ
う
な
経
験
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始
前
に
は
皆
無
で
あ
っ
た
。

 
• 

選
定
さ

れ
た

郡
に
お
い

て
M

an
aB

U
学

校
が

建
設
さ
れ

て
い

な
け
れ
ば

近
隣

の
児
童
は

基
礎

教
育
へ
の

ア
ク

セ
ス
手
段

は
な

か
っ
た
。
そ
の
よ
う
な
児
童
に
教
育
機
会
を
提
供
し
た
と
い
う
点
で
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
有
効
で
あ
る
。
現
在

2,
01

6
人
の
児

童
が

20
05

年
9
月
に
開
校
し
た

M
an

aB
U
学
校

に
通
学
し
て
い
る
。

 
  評
価
項
目
：
効
率
性
（

Ef
fic

ie
nc

y）
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評
価
項
目

 
必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
成
果
の
効
率
性

 
成

果
を

達
成

す
る

た
め

の
投

入
と
活
動
の
適
切
さ

 
• 

成
果
の
全
般
的
な
達
成
状
況

 
• 

活
動
の
実
施
状
況

 
• 

外
部
条
件

 

• 
投
入
と
活
動
は
す
べ
て
の
成
果
の
達
成
に
向
け
て
貢
献
し
て
い
る
。

 
• 

住
民
、

W
EO

、
ZE

O
、

O
EB

及
び

JI
C

A
の
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
に
お
い
て
、
人
的
資
源
、
資
材
、
サ
ー
ビ
ス
な
ど
す
べ
て
の

投
入
は
成
果
を
生
む
た
め
に
よ
く
活
用
さ
れ
て
い

る
。
た
だ
し
、
想
定
し
て
い
た
と
お
り
に
投
入
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
事
例
も

あ
る
。

 
投
入
の
質
、
量
、
タ
イ
ミ
ン
グ
の
適
切
さ

 
JI

C
A
専
門
家

 
• 

人
数

 
• 

専
門
性

 
• 

派
遣
期
間

 
• 

派
遣
の
タ
イ
ミ
ン
グ

 

• 
適
切
な
専
門
性
を
備
え
た
適
切
な
人
数
の
長
期
及
び
短
期
専
門
家
が
時
宜
を
得
て
派
遣
さ
れ
た
。

 

機
材

 
• 

種
類

 
• 

量
 

• 
購
送
時
期

 

• 
大
半
の
機
材
は
現
地
で
調
達
さ
れ
適
切
な
時
期
に
供
与
さ
れ
た
。

 
• 

い
く

つ
か

の
郡

で
は

供
与

さ
れ

た
オ

ー
ト

バ
イ

が
十

分
に

活
用

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

。
燃

料
費

を
捻

出
で

き
な

い
こ

と
と

、

W
EO

行
政
官
が

運
転
免
許
を
持
っ
て
い
な
い
こ
と
が
主
な
理
由
で
あ
っ
た
。

JI
C

A
専
門
家
は
か

ね
て
よ
り
費
用
負
担
を
す
る

の
で
免
許
を
取
得
す
る
よ
う
呼
び
か
け
て
き
た
。
今
後
も
そ
の
方
針
は
変
わ
ら
な
い
た
め
、
行
政
官
は
免
許
を
取
得
す
る
と
と

も
に
、
オ
ー
ト
バ
イ
の
運
用
記
録
を
き
ち
ん
と
つ

け
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
。

 
C

/P
の
配
置

 
• 

人
数

 
• 

能
力

 
• 

人
事
異
動

 

• 
W

EO
に
お
い
て

同
じ
チ
ー
ム
、
課
、
部
で
勤
務
を
続
け
る
行
政
官
は
ご
く
わ
ず
か
で
あ
る
。

W
EO

だ
け
で
な
く
、

ZE
O

と

O
EB

に
お
い
て
も
常
に
人
事
異
動
と
離
職
が
起
こ
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
技
術
移
転
の
ス
ピ
ー
ド
を
上
回
っ
て
お
り
、
ノ
ウ
ハ

ウ
の
蓄
積
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
適
時
な
遂
行
を
阻

害
し
て
い
る
。

 
• 

O
EB

は
こ
の
問
題
に
対
し
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
発
揮

し
て
善
処
す
る
旨
、
確
約
し
た
。

 
ス
ペ
ー
ス
と
施
設

 
• 

質
 

• 
規
模

 
• 

利
便
性

 

• 
全
て
の
光
熱
費
は

O
EB

が
負
担

し
て
い
る
。

 
• 

JI
C

A
専
門
家
用

に
3
つ
の
個
室

が
提
供
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
提
供
さ
れ
た
ス
ペ
ー
ス
と
施
設
が
手
狭
で
あ
っ
た
た
め
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

O
EB

敷
地
内
に
会
議
室
を
整
備
し
た
。

 
ロ
ー
カ
ル
コ
ス
ト

 
• 

A
m

ou
nt

 
• 

U
sa

ge
 

• 
Ti

m
in

g 
of

 d
is

bu
rs

em
en

t 

• 
JI

C
A
は
学
校
建

設
用
の
工
業
資
材
と
椅
子
・
机
、
教
科
書
な
ど
の
購
入
を
支
援
し
た
。

 
• 

JI
C

A
は
、

20
05

年
に

O
EB

と
JI

C
A
専
門
家
チ
ー

ム
と
間
で
署
名
さ
れ
た
ミ
ニ
ッ
ツ
に
従
い
、

O
EB

、
ZE

O
及
び

W
EO

の

C
/P

が
フ
ィ
ー
ル
ド
に
行
く
と
き
に
日
当
を
支
給

し
て
い
な
い
。
エ
チ
オ
ピ
ア
側
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
持
続
性
に
配
慮

し
た
こ
の
方
針
に
深
い
理
解
を
示
し
て
い
る
。

 
• 

他
方
、
各
郡
の
建
設
技
官
は
自
分
に
日
当
が
支
払
わ
れ
な
い
こ
と
に
対
し
て
不
満
を
あ
ら
わ
に
し
、
査
察
の
た
め
に

M
an

aB
U

学
校
に
行
く
こ
と
を
拒
否
す
る
。
建
設
技
官
は

W
EO

で
は
な
く

郡
行
政
事
務
所
（

W
or

ed
a 

C
ou

nc
il）

に
所
属
し
て
お
り
、
教

育
以
外
の
セ
ク
タ
ー
の
施
設
建
設
全
般
を
担
当
し

て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、

W
EO

に
は
教
育
施

設
専
門
の
建
設
技
官
は
勤

務

し
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
建
設
技
官
が
非
協
力
的
で
あ
っ
た
り
、
自
ら
の
本
来
業
務
の
履
行
を
拒
否
し
た
り
す
る
と
、

学
校
建
設
プ
ロ
セ
ス
を
遅
延
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。

 
本
邦
研
修

 
• 

研
修
期
間

 
• 

研
修
時
期

 
• 

本
邦
研
修
は
毎
年
う
ま
く
計
画
さ
れ
実
施
さ
れ
て
い
る
。
研
修
内
容
と
滞
在
期
間
は
概
ね
適
切
で
あ
る
。
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 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
体
制
の
効
率
性
へ
の
貢
献

 
合

同
運

営
委

員
会

（
JS

C
）

の

役
割

 
• 

活
動

 
• 

JS
C
の
メ
ン
バ

ー
 

• 
議
題

 
• 

会
議
の
頻
度

 

• 
JS

C
は
年

に
2
回
開
催
さ
れ
る
。

 
• 

JS
C
の
メ
ン
バ

ー
は
適
切
で
あ
り
、

W
EO

行
政

官
も
そ
の
中
に
含
ま
れ
て
い
る
。

 
• 

議
題
は
毎
回
適
当
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
っ
た
。

 
 

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査
の
ま
と
め

 
 

簡
易
ス
ク
ー
ル
マ
ッ
ピ
ン
グ
の
進
捗
状
況

 
 

年
間
活
動
計
画
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

 
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
報
告

 
 

活
動
報
告

 
 

建
設
プ
ロ
セ
ス
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

 
 

C
hi

ro
郡
と

D
od

ot
a 

Si
re

郡
の
ケ
ー
ス
・
ス
タ
デ
ィ

 
  評
価
項
目
：
イ
ン
パ
ク
ト
（

Im
pa

ct
s）

 
評
価
項
目

 
必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
上

位
目

標
に

対
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
達
成
の
貢
献

 
上

位
目

標
の

達
成

に
つ

い
て

の
計

画

と
実
際

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
は
可
能
で
あ
り
、
上

位
目
標
の
達
成
に
も
貢
献
す
る
こ
と
が
見
通
し
は
高
い
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の
達
成
は
主
に
こ
れ
ま
で
生
み
出
さ
れ
て
き
た
成
果
に
依
る
。

 

他
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
W

EO
と
住

民
に

対
す
る
肯
定

的
及
び

否
定
的
影
響

 
• 

住
民
は
学
校
建
設
の
過
程
を
通
じ
て
、
建
設
以
前
よ
り
も
村
が
一
致
団
結
す
る
よ
う
に
な
っ
た
と
発
言
し
て
い
る
。

 
• 

M
an

aB
U
学
校
に
通
う
殆
ど
の
児
童
に
と
っ
て
、
教
育
を
受
け
る
の
は
初
め
て
の
経
験
で
あ
っ
た
。
児
童
個
人
の
人
生
に
と
っ

て
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
与
え
る
影
響
は
計
り
知
れ
な
い
。

 
• 

M
an

aB
U

モ
デ
ル
は
、

W
EO

と
住
民
の
オ
ー
ナ

ー
シ
ッ
プ
を
醸
成
し
た
と
い
う
点
で
実
益
を
も
た
ら
し
た
。
ま
た
へ
き
地
に

廉
価
で
丈
夫
な
学
校
建
設
の
モ
デ
ル
も
提
示
し
た
。
こ
の
モ
デ
ル
は
、
オ
ロ
ミ
ア
州
だ
け
で
な
く
「
エ
」
国
の
他
州
に
お
い
て

も
学
校
建
設
を
加
速
さ
せ
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。

 
• 

し
か
し
な
が
ら
、
現
今
の

M
an

aB
U
モ
デ
ル
は
多

大
な

W
EO

か
ら
の
働
き
か
け
と
住
民
参
加
な
し
に
は
機
能
し
な
い
。
こ
の

モ
デ
ル
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
特
性
に
応
じ
て
慎
重

に
適
用
し
て
い
か
な
い
と
、
負
担
が
大
き
い
あ
ま
り
住
民
が
学
校
建
設
を
敬

遠
し
て
し
ま
う
危
険
性
も
あ
る
。

 
  評
価
項
目
：
自
立
発
展
性
（

Su
st

ai
na

bi
lit

y）
 

評
価
項
目

 
必
要
な
情
報
・
デ
ー
タ
（
指
標
）

 
調
査
結
果

 
組
織
的
側
面

 
• 

O
EB

、
ZE

O
及
び

W
EO

の
役
割

• 
実
施
運
営
体
制

 
• 

20
02

年
8
月
に

連
邦
教
育
省
が
作
成
し
た
「
教
育
経
営
、
住
民
参
加
、
教
育
財
務
の
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
は
、
州
教

育
局

が
ZE

O
と

W
EO

の
能
力
向
上

の
た
め
に
技
術
的
、
専
門
的
、
物
質
的
な
支
援
を
提
供
す
る
旨
明
記
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
に
し
た
が
っ
て

O
EB

が
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
す
る
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
る
。

 
• 

こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
れ
ば
、

ZE
O
は

O
EB

か
ら
与
え
ら
れ
た
権
限
に
応
じ
て
、

W
EO

で
は
実
施

で
き
な
い
活
動
を
行
う

こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
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• 
更
に
、
こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
新
し
い
学
校
が
政
府
（
行
政
）
に
よ
っ
て
建
設
さ
れ
る
場
合
、

W
EO

が
必
要

事
項
を

提
示

し
、
建
設
さ
れ
る
行
政
村
を
決
定
す
る
と
述
べ
て
い
る
。

 
• 

上
記
の
義
務
と
責
任
を
果
た
す
た
め
、

O
EB

、
ZE

O
及
び

W
EO

は
十
分
な
人
材
と
財
源
を
付
与
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

 
• 

W
EO

だ
け
で
な

く
、

ZE
O
と

O
EB

に
お
い
て
も

人
事
異
動
と
離
職
が
頻
繁
に
起
こ
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
技
術
移
転
の
速
度

を
上
回
っ
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
イ
ン
パ
ク
ト
の
発
現
を
抑
え
る
可
能
性
が
あ
る
。

 
• 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
継
続
性
を
確
保
で
き
る
よ
う
な
代
替
的
な
戦
略
が
立
案
さ
れ
な
い
限
り
、

M
an

aB
U
モ
デ
ル
再
現
で
き
る

可
能
性
は
低
く
な
る
。

 
財
政
的
側
面

 
• 

予
算
措
置

 
• 

W
EO

の
開
発
予

算
と
経
常
予
算
は
乏
し
い
。

 
• 

予
算
の
効
率
的
、
効
果
的
な
使
用
に
関
す
る

W
EO

の
能
力
が
向

上
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

 
技
術
的
側
面

 
• 

建
設
仕
様

 
• 

建
設
状
況
の
検
査
方
法

 
• 

M
an

aB
U
学
校
の
建
設
仕
様
は
連
邦
教
育
省
の
そ
れ
と
合
致
し
て
お
り
、

O
EB

が
そ
れ
を
承
認
す
る
形
を
と
っ
て
い
る
。
地
方

自
治
体
だ
け
で
な
く

N
G

O
や
他

の
ド
ナ
ー
が
こ
の
仕
様
を
用
い
る
可
能
性
は
大
き
い
が
、
そ
れ
も
ひ
と
え
に

O
EB

の
努
力
に

か
か
っ
て
い
る
。

 
• 

現
場

に
お

い
て

学
校

建
設

に
係

る
監

理
や

技
術

的
助

言
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

の
は

郡
行

政
事

務
所

の
建

設
技

官
だ

け
で

あ

る
。
建
設
技
官
が

1
名
し
か
い

な
い
郡
も
い
く
つ
か
あ
る
。
建
設
技
官
が
へ
き
地
の
建
設
サ
イ
ト
を
定
期
的
に
訪
問
す
る
た
め

に
克
服
す
べ
き
課
題
は
多
い
。

 
社
会
・
文
化
・
環
境
的
側
面

 
• 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
、
貧
困
、
弱
者
へ
の

配
慮
の
欠
如
に
よ
る
制
約

 
• 

環
境
配
慮
の
欠
如
に
よ
る
制
約

 

• 
M

an
aB

U
モ
デ
ル
は
社
会
・
文
化
・
地
理
・
環
境
的
側
面
に
配
慮
し
て
注
意
深
く
提
供
さ
れ
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
多
様
な
ニ
ー

ズ
に
応
え
続
け
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
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